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第 1章　なぜ労働者は経営について発言するか

1. 交渉力の源泉

経営・生産への発言

　このシリーズは、第二次大戦敗戦後いつから、

どのように日本の労働者が経営や生産に発言し

たか、それを明らかにしたい。それも職場レベ

ルよりも、企業レベル、さがってもせいぜい事

業所レベルまでの発言に注目する。とりわけ企

業レベルでの経営、生産への発言に焦点をおく。

管見のかぎりでは、その点についての研究はま

ことにとぼしい。だが、くらしを支える経済の

競争力への貢献はかなり大きい、と考えるから

である。

ふつうは企業レベルの発言の意味は小さい

と考える。職場レベルならば、職場での仕事の

仕方、職場に配置される人員数など、その労働

条件に直接かかわる事項が多く、労働条件への

発言のいわば自然の発展と考えるであろう。だ

が、経営への発言、ましてや企業レベルの発言

となると、はたしてその意味はどこにあるのか。

当今の日本の議論に照らしていえば、あまり

に浮世ばなれした視角とおもわれよう。日本の

労働組合に発言する力のあろうはずがない。企

業別労働組合という偽物ではないか。むしろ労

働条件への発言のとぼしさこそ追究さるべきで

はないか。経営、生産面への発言があったにし

ても、その実際は経営のいいなりに協力するに

とどまるのではないか。これがふつうの反応で

あろう。

　あるいは逆に、労働者の発言を重視する時代

はおわった。そうした国、そうした社会システ

ムは競争力を失い、失業の増大、くらしの低下

というはなはだしいコストをはらってきたでは

ないか。ある時期の、米の強力な労働組合、た

とえば全米自動車労働組合のもたらした結果が

その好例ではないか。ひとびとは結局雇用を失

い、デトロイトは荒廃したではないか、などと

いう議論である。こうした議論が今の日本を

リードしているかにみえる。それからすれば、

この文章はまさに夏炉冬扇、なんの役にも立た

ないことを追うにすぎない。いったいその意義

はあり得るのだろうか。

生産への寄与力こそ

だが、この点をとりあげる積極的な理由があ

る。企業レベルの労働者の経営や生産への発言

は、わたくしの仮説を端的にいえば、企業の生

産性をすくなからず高める。さらに国民経済に

寄与する可能性がある。つぎの 3 つの理由と、

もうひとつのややよわい理由による。

1） 経験の深い労働者は企業の生産性を高める

知恵がある。そのことを経営側が充分に気づ

いているとはかぎらない。ただし、それを活

用すれば、企業の生産性は高まる。では、そ

れはどのような知恵か。その説明にはながい

紙幅を要し、あとであらためて解説する。

2） 労働者側の知恵は、経営側にたいする交渉

力を高める。なぜなら、もし経営側が労働者

側の企業レベルの発言を軽視すれば、その労

働者側の知恵を活用できない。その分企業の

競争力がおちる。もっともその労働者がその

知恵をもつことに経営側が気づかなければ、

さしあたり交渉力を高めることにはならな

い。だが、その知恵を活かす企業がでてくる

と、それとの長期の競争におくれをとる。結

局、しだいに経営側も労働者の知恵を知り、
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その結果労働者の交渉力をたかめよう。

3） その交渉力をどう用いるか。企業レベルで

の経営への発言は、たとえば利益の配分にお

よぶ。配当や賃金にすべてまわすよりも、設

備投資や研究開発投資という長期の業績への

寄与を促すこともできる。つまり企業の競争

力を長期的に高め、雇用の安定をつよめる。

のみならず企業の長期の成長をみちびき、

個々の労働者の昇進と昇格をはやめ、より高

度な技能の、より早い修得を促そう。

4） ひとつの可能性としていえば、以上 1）2）3）
で得たもので、企業をこえて一国経済の低生

産性分野へ貢献できよう。おもに経済自体が

ゆたかになることによって得たものを、その

分野にまわすことができる。あるいは付随的

に政府経由などで多少とも助けることができ

る。1）2）3）で得るものは、いまやすくな

からず海外直接投資からの収益となろう。そ

の国内への還流の、低生産性分野への配分で

ある。

ふつうの考え

以下、説明しよう。もちろん中核の論点は 1）
と 2）である。その説明を、古典的な見解、つ

まりふつうの考えからはじめる。ふつうの考え

とは、労働組合の本来の役割は分配面での発言

にあるとする。その発言が効果あるためには、

交渉力が欠かせない。その交渉力は古典的には

供給制限による。

ただし、ここからこのシリーズ独自の主張と

なる。すなわちふつうの経済学のモデルでは、

労働組合の供給制限とは、供給の量の加減にと

どまる。その質、内容は一定と想定されてきた。

もうすこしいえば、a. 企業から指示された通り

のこと、つまりマニュアルなどで指示されたこ

としかしない。あるいは b. 企業からの指示の

有無にかかわらず、世にふつう認められている

内容にとどまる。それ以上の質の供給、すなわ

ち一段と高度な仕事の工夫は、そこには想定さ

れていない 1）。

a とはほぼ熟練度の低いばあいであり、いま

のことばでいえば、マニュアルどおり作業する

ことを旨とする。b はかなり高度な熟練者で

あって、歴史上の典型をいえば、19 世紀の英

熟練機械工 mechanics などであろう。仕事をさ

らに一段と工夫する腕は充分もっている。しか

も、ふつうの作業をするのにも相当の裁量を要

するにもかかわらず、その職種に認められた通

念以上のレベルの仕事、すなわち通念をこえた

質の供給はしない。あるいは求められない。そ

れゆえ供給の制限はもっぱら時間、人数、日数

の減少となる。かたちとしては仕事のスローダ

ンなどもはいり、あるいはストライキをうち、

ときに別の形のストライキ、すなわち求人に応

募しないなどとなる。

だが、それでは企業にとっても社会にとって

も損失が多すぎる。とりわけ b の高い熟練をも

つ労働者をさらに活用しないのは、まことに

もったいない。一段と工夫するよう促さない損

は大きい。つまり古典的な議論は、供給の質を

一定にし、さらに工夫する高度な供給の質を活

用しない、と想定する奇妙な議論となろう。そ

うした企業、そうした国は世界の市場経済の競

争にしだいに後れをとっていく、と考えるのは

当然であろう。　

実際には、のちにやや立ち入ってみるよう

に、高い技能の持ち主は、その専門分野でつち

かった経験から、さらに高度なアイデアを見出

す力をもつものが多い。その点は職場レベルを

とれば、むしろ明瞭であろう。職場ではかのフ

ランク・ナイトやハイエクがいうように、経営

者や上位の管理者が充分には予期しない問題や

トラブルが、驚くほどひんぱんに起きる。それ

を経営者や上位の管理者がすべて適切に対応で

きる、と想定するのは人智を全知全能と前提す

ることとなろう。

ここまでは比較的わかりやすかろう。だが、

うえの問題やトラブルの議論は職場レベルでは

十分に通用しても、はたしてそれは企業のレベ

ルでもいえるのか。それこそ上位の管理者、経

営者たちがかなり予知し、その対策を用意して

いるはずではないか。どうして職場の労働者代

表がそれをこえる知恵をだす、と想定できるの

であろうか。

ここでとる仮説は、職場の労働組合員といえ

ども、職場のひとから従業員代表にえらばれる
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ほどの人材は、それぞれに専門分野にながい経

験と識見がある。それにもとづき企業レベルの

経営方針に資する意見をすくなからずもってい

る。その発言があるとないでは、企業の効率は

大きく損失をこうむる。それが労働者側のつよ

い交渉力となり得る、という主張である。

設備投資のばあい

こういっただけでは、さっぱり腑に落ちない

であろう。例をあげるほかない。といっても企

業レベルできめる経営の方針、つまり生産や販

売の基本方針とはどんなものか。米の古典的な

文献が取締役会の決定事項にふれている

（Koonts[1967] 第 4 章）。ただし当時はともかく、

米の取締役会とは実質的にドイツに似た 2 元組

織の上部、つまりドイツの監査役会に近いとお

もわれる。非常勤の社外取締役中心で、日本の

取締役会の役割の参考にあまりなるまい。さり

とて企業の経営方針をきめる役員会の議事内容

の、法律的な文献はともかく、経営上の事項に

ついての分析を寡聞にして他に知らない。

せめて日本のアンケート調査をみる。企業レ

ベルの決定機関、日本の取締役会がとりあげる

事項を上場企業に聞いた調査である。それは

2009 年時点の調査であり、このシリーズが対

象とする時期のほぼ終わりにあたる。このシ

リーズがとりあげる大部分の時期とのずれもあ

ろう。しかもその間商法改正もたびたびあり、

とりわけ 2006 年に会社法の制定があった。そ

の変化を見ないのはいささか危険があろう。と

はいえ、市場経済での上場企業の役員会の付議

事項を知るには、ひとつの参考になろう。

この調査によれば、6 割以上の企業の取締役

会がとりあげる事項は、アンケート調査の回答

の選択肢 22 のうち、つぎの 4 項目となる（多

答式）。多い順にしめすならば、「年間事業計画」

69.6％、「年間予算」68.5％、「新規事業への進出」

63.6％、「「経営方針の変更」61.8％、となって

いる（別冊商事法務［2009］p.82）。といって

それ以上の説明はない。これらの事項の内容、

たとえば「経営方針」とはどのようなものをい

うのかなどは、なんら説明がない。

そこで、これらの事項に通じる具体例とし

て、設備投資をあげても大過あるまい。それは

まさに実質的な利益の処分など、どの役員会も

とりあげる事項についても、それを左右する核

心の案件である。多くを配当にまわすという短

期の重視か、それとも設備投資にまわすという

長期の重視か、それをみるによいであろう。そ

れはまさしく長期の企業の競争力を左右する。

同時に長期ゆえに、失敗する危険が少なくない。

設備投資をなるべく具体的に考えたい。いま

ある自動車大メーカーが新たな工場を設けるか

（撤退するか）という案件をかかえているとす

る。その案件を決定するのは役員会であろう。

役員会と抽象的にいうのは、事例によっては実

際には常務会であったり、取締役会であったり、

あるいは社外取締役の多い 2 元的な役員会なら

執行役員会であったりするからである。

海外工場案件への貢献

その案件の決定はさまざまな要件を勘案し

なければならない。かりに製品と規模がきまっ

たとしても、どこに工場をたてるか。それも国

内か国外か。国内ならどの地域か。国外ならど

の国か。それはそもそも従業員にとって将来の

働き場所に影響しよう。海外で働く可能性を考

慮せねばなるまい。しかもそれは働き場所にと

どまらない。人材形成の方向も影響をうける。

たとえば国内だけでなく海外もこなす途、より

具体的にいえば海外工場のインストラクターと

なる途をも想定するか、それとも国内要員にと

どまるかは、その人のキャリアや人材形成にす

くなからず影響する。前者ならその専門分野の

なかでやや幅広く経験することを心がけねばな

るまい、などである。そして人材形成とは、と

りわけ中堅層にとって、自分の考えと行動で多

少とも影響できるものだ。つまるところ、その

人の雇用の質を左右する。従業員にとって、さ

まざまな意味で影響が大きい。

のみならず、企業の決定に多少とも影響する

情報や意見をもつこともできる。すでに他国の

職場で働いた経験をもつ人材もすくなくない。

それもその地の企業組織の各レベルにおよぶ。

その地の経営者としてだけではなく、その地の

管理者たちと共働し、あるいはその地の職場で
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その地のブルーカラーとともに働いた経験を持

つ人などである。あらたに進出するはずの土地

にしても、その近隣の地に働いた経験をもつ人

もあろう。そうした知見をもつ人はさまざまな

分野にわたる。こうした貴重な経験の持ち主が

組合に入っている。また、組合 OB にいる。こ

れら各地、各層、各分野におよぶ経験の持ち主

の意見を、もし会社組織のルートを通じスムー

ズに上部に通じることができなくとも、組合は

まとめて企業レベルの協議にだすことができ

る。

以上のことは設備投資の多様な要素におよ

ぶ。そのすべての要素に言及するのはわずらわ

しく、ここではそのひとつ、機械設備の選択の

例をあげておく。似た機能をもつ機械でも、ど

のメーカーのものが使いやすいか、どのメー

カーのロボットが故障しにくいか、直しやすい

かなど、違いがある。技術者にとどまらず、長

年それを実際に操作してきた生産職場のベテラ

ン労働者が、案外によく知っていよう。さらに

海外進出工場であれば、その国の労働事情に即

した機械を知っている。そうした意見を生かす

かどうかで、効率は大きく左右されよう。個々

の機械設備にとどまらない。生産システムの選

択についても、さまざまな生産システムを経験

した中堅やベテランの労働者の意見が貴重であ

ろう。

不確実性と複数のルート

このようなことをいえば、いやこうした要件

は、しかるべき専門家たちがさまざまな代替案

を比較しじっくりと検討しているから、なにも

労働組合の意見をきくまでもない、と反論され

るかもしれない。それこそが、ふつうの議論で

あろう。

だが、それではすむまい。なによりも、ふた

つの事情をつよく考慮しなければならない。第

一、不確実性である。そういうと面倒な言葉の

ように聞こえるが、世にはわからないこと、はっ

きりとは前もって予測できないことがどうして

も起こる、というにすぎない。あるいはサイモ

ン 風 に「 理 性 に は 限 界 が あ る 」bounded 
rationality といってもよい（それはふつう「限

定された合理性」と訳されるが、日本語として

はややこなれない）。

不確実性は、さきにふれた職場レベルにかぎ

らず、企業レベルでも、いやそこでこそ大きく

なろう。企業の上層部はもちろん、労働組合員

より上位の管理者たちが、海外工場の事情を前

もって十二分に知ることはむつかしい。人智の

およばぬ、よくはわからない問題やトラブルが

むしろひんぱんに起こっている。ましてや企業

レベルの大きな不確実性をこなす、十全のマ

ニュアルが書けるはずがない。きめられた手順

だけで決定していくという考え方は、おそらく

は多くのより効率的なこなし方をあきらめるこ

とだろう。かのフランク・ナイトやハイエクの

想定した世界を無視することはむつかしい。不

確実性を効率的にこなすには、経験をつんだ職

場の中堅層からの知恵をも集めねばなるまい。

第二、ほとんどうえの議論とかさなるが、複

数のルートの重要性である。例を生産以外の分

野にとってみる。将来の新製品開発、あるいは

販売方策を考える。いうまでもなく、それらは

まずは経営側の組織内で提案され議論されよ

う。だが、いまや企業の組織は大きい。研究開

発や販売などの各専門分野内でも、提案がすく

なからずあろう。だが、そのかなりが企業内の

公式のルートで検討対象から消えていく。

例をあげよう。花王のめざましい成功商品

「アタック」は、ほとんど組織の公式のルート

では、その開発を否定されかけていた。すでに

成熟製品である粉末洗剤の、その少量化のアイ

デアにどれほどの意味があるのか、というので

ある。アタックのばあいは、花王の当時のカリ

スマ社長の研究所まわりのとき、その鶴の一声

で開発ときまった。なにも社長の一声にかぎら

ない。組織内のたがいに認めあう個人同士の

ネットワークを通じ、いったん否定されたプロ

ジェクトが復活した例は少なくない（武石他

［2012］）。
さらに、ネットワークは社外にも広がる。日

本の企業内の研究者くらい学会など社外の組織

につらなる傾向は、あまり他国にみられない。

通念は逆に企業内に閉じこもるとみるけれど、

直接に他国と国際比較したアンケート調査結果
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は、日本企業の研究者がもっとも企業外と交流

している（上級技術者問題研究委員会、今野、

佐藤［1990］の一連の調査報告）。実際に社外

のネットワークを利用した復活もある。たとえ

ば国際的な学会や研究会での評価を活用したり

する（武谷他［2012］）。
またわたくしがかつて調査した事例からい

えば、ある大電機メーカー中央研究所の労働組

合は、協議のかなりの時間を将来の重点プロ

ジェクトの選択、その予算配分にあてていた。

この組合との協議のルートは、不確実性が大き

い研究開発にとって、有力な戦略情報を企業に

もたらそう（小池［1984］）。組織は全能ではな

いのだ。組織の公式なルートをなんらか補うも

のが競争力の向上に有効だろう。労働組合もそ

の有力な、非公式ルートのひとつなのである。

他国の実証的な研究を知らず、はっきりした

ことはまだいえないけれど、以上の諸点につき

職場の従業員代表の貢献は、おそらくは西欧、

北欧、米などの他の先進国より日本でやや大き

いか、とおもわれる。この仮説は、職場で問題

や変化にとりくむ中堅層がおそらくは他の先進

国より多いから、という考えにもとづく。

長期の業績を重視

3）の論点に進む。というよりすでに 3）交渉

力の使い方にはいっている。それはつよい仮説

として、従業員代表は長期の業績を重視すると

考える。なぜそう考えるかはあとで立ち入って

説明しよう。まずは、企業レベルで従業員代表

が発言する機会があれば、企業の基本方針につ

き、長期の視野を支え促す。企業の競争力を高

めるには長期の視野が欠かせない。設備投資、

研究開発、人材開発どれをとってもそういえる。

ところがいまや社外株主、とりわけヘッジファ

ンドを先頭とするファイナンスの跳梁がはげし

い。短期に高い配当をつよく求める。役員ポス

トの一部を求め、設備投資の資金を配当にまわ

すようＣＥＯに迫る。ＣＥＯはそのポストを失

うことをおそれ、妥協することがままあろう。

それでは企業の長期の競争力にマイナスとなる。

そこまでいかなくとも、その年その年、ある

いは毎期の収益率重視の主張が幅をきかす。い

まや四半期ごとの業績こそ、とまで米ではいう。

ＲＯＥ（自己資本利益率）であれＲＯＡ（総資

本利益率）であれ、収益率の表現法はいろいろ

あるけれど、その期あるいはその年の収益率を

上げるのはある意味で簡単である。その他の状

況を一定とすれば、設備投資あるいは研究投資

を抑えればよいのだ。だが、それこそ長期の見

通しを損なうものではないか。よく日本企業の

収益率が低いことを非難する声を聞くが、設備

投資、研究投資を軽視し、短期重視の弊を無視

するのであろうか。

人材をみれば、ことは明白である。高度な技

能をもつ従業員は、その形成に長期を要する。

ところが企業本体が長期の視野をもてず競争力

が下がったとき、たとえば人員整理がある。離

職し他企業に職を求めざるを得ない。移動はし

ばしば労働市場の景気の悪い時であり、そうし

た状況下、これまでつちかった技能をいかす同

業の職をみいだすのは、どの国であれむつかし

い。先進諸国のなかでもっとも平均勤続の短い

米ですら、大多数が長期勤続なのは、このシリー

ズの第 4 章にみる Freeman 調査であきらかで

ある。

労働流動化論のあやしさ

ところが日本では、それを「労働市場流動化

の促進」、その一語でかたづけてきた。あるいは

「日本労働市場の非効率性」を当然の事実として

前提してきた。その議論は、それこそ高度な技

能は不要だ、という帰結以外のなにものでもな

い。あるいは日本は企業特殊熟練がとくに大き

いからだ、という議論になろう。説明しよう。

競争力はすくなからず高度な人材の形成に

かかわる。天才を見つけだせばよいばあいは別

として、そして天才はまれにしか存在しないか

ら頼りにならない以上、手持ちの人材をじっく

りと形成していくほかあるまい。他社からの引

き抜きでは案外に未知の要素が多すぎる。その

点はずうっとあとで説明しよう。

まずは手持ちの人材の形成から考えよう。長

期の時間がかかる。職場でおこる不確実な問題

をこなすには、実際に問題にとりくみ、やさし

い問題からはじめ、しだいに難しい問題の処理
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へと経験をかさねる以外、いったいどんな方法

があるというのであろう。

さらに高度な技能の持ち主は、企業特殊熟練

がほとんどなくとも、その技能を正当に評価さ

れ企業外へ転職するのは、じつは容易ではない。

というのは、真に高度な技能の持ち主がだれか

は、同じ職場で働いたりして、それをじっくり

見る機会、そうしたまことに貴重な経験や機会

がなければ、なかなかわからない。

社会的な資格を整備すれば、というありきた

りの議論は、幾重にもあやしい。資格や肩書は

高度な技能については心もとない。医師や弁護

士をちょっとふりかえるだけでよい。高度とさ

れる職業の社会的資格は、せいぜいその職業の

入口の認定にすぎない。弁護士試験を合格した

ばかりのかけだし弁護士に頼めば、勝てる訴訟

もまず負けるであろう。医師試験を合格したば

かりの医師に面倒な手術を頼めば、生還は期し

難いだろう。つまり、企業外からは、真に有能

な、高度な技能の持ち主はなかなかわからない

のだ（Baker, et al.,［1994a,b］）。以上の理由は

そのまま通念の労働流動化論のあやしさを明示

しよう。

かなりの計測の存在

これまでの説明で、企業、事業所レベルでの

労働者の経営・生産への発言の重要性が示唆さ

れよう。ただし、その効果を数値でしめすのは

容易でない。概して高度なものほど数値でしめ

すのはむつかしい。その分野の一流の論文の価

値を、数量的な判定基準で 90 点や 85 点などと

点数であらわすことができようか。せめてその

分野で高い見識を持つ人の、主観的な判定によ

るほかあるまい。それゆえノーベル賞受賞者な

どというタイトル、数値でないタイトルが珍重

されるのだ。

数値という点ではそれほど直截ではないけ

れど、その発言の効果はとりわけ 1990 年代以

降、米や西欧の丹念な研究がすくなからず明ら

かにしてきた。理論的な研究は少ないながら、

Freeman & Lazear [1995] がある。情報の共有が

あれば、その分生産性をあげることができ、市

場競争にいささか有利となろう、という趣旨で

ある。そして少なくない実証研究が、職場の労

働者の企業、事業所レベルの発言も生産性を向

上させてきた、と有意に計測してきた。それら

の研究は、はじめは職場レベルの発言中心にみ

て き た が（ も っ と も め ざ ま し い 研 究 は

Ichnoiwski, et.al.,[1997]）、しだいに企業、事業

所レベルの発言の効果もふくめて計測するよう

になってきた。計測はていねいであり、このシ

リーズの最終章の一部にやや立ち入って紹介

する。

ただし、西欧や米の研究は、計測は丹念でも、

企業、事業所レベルの発言の内容、その基盤と

なる技能の内実は、なおほとんど解明されてい

ない。それどころか、わたくしのみるところ、

西欧や米の職場の中堅層の技能の内実は、現代

日本の多くの職場よりやや落ちる層が多い。マ

ニュアルで処理しきれない問題をこなす、高度

な技能の持ち主の割合が、日本より少ないので

はないか。労働者の企業経営や生産への発言は、

まさにその技能を生かすと考える。その点を戦

後労働史の節目、節目につき解明したい。

2. 観察の節目

敗戦後いつから

第一の節目は、敗戦直後にある。70 年ほど

も昔にさかのぼるのは、それなりの理由がある。

さきにのべたように、労働者の発言が生産性を

向上させる、という丹念な実証研究が米を中心

に活発になった。だが、それはおそらく 1990
年代からであろう。それ以前にもそうした研究

がないではなかったが、とりわけ 1990 年代以

降目立ってきた。だが、その理解では、とくに

日本についていささかの疑問がのこる。3 点に

わたる。

疑問の 1 は、日本についての丹念な研究にあ

る。近年、この研究の流れにそった文献は、日

本でそうした動きがでてきたのは、1950 年代

以降の日本生産性本部の働きによる、とみてい

る。Kato & Morishima [2002], また島西、森、梅

崎［2012］などである。

他方、小池［2012］によれば、戦前すでに

1920 年代から 30 年代、一部の労働組合にせよ、
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経営についてはともかく、生産性の向上に発言

していた。その典型は製綱労働組合である。

1926 年からつづく。わずか 5 か条からなる最

初の労働協約は、その一項に従業員を優遇する

ことを経営者にもとめ、他方組合員は生産能率

の向上に努める、と明記した。たんにそれは文

章上のことではない。1940 年政府による労働

組合の強制的な解散まで、毎年の団体交渉で実

際に生産増進の事柄を提案し、さらには組合内

部でもその運動を展開していた。この戦前の日

本の労働組合の活動を、無視してよいのであろ

うか。わざわざ米に学べ、と強調する生産性本

部の活動まで待つ必要があったのか。

疑問の 2、そもそも米の労働組合は、それほ

ど生産性に積極的にかかわってきたのであろう

か。第二次大戦後の米の労使関係を一瞥するだ

けでも、疑問が生じよう。米の労使関係ははな

はだ対抗的で、すくなくとも経営側は、職場の

労働者にあまり生産への発言をもとめようとは

しなかった。せいぜい 1910、20 年代にその傾

向は多少とも認められたが、ニューデール後は

その動きは大いに弱まった。それにもかかわら

ず、1990 年代にいたってその発言の生産性へ

の有効性を見出してきたのが、米のすばらしい

研究ではないだろうか。だとすれば、日本の労

働者の経営、生産への発言は、あるいはもっと

遡るのではないか。

生産管理

疑問の 3 は、敗戦直後の日本の労働組合の動

きにかかわる。第二次大戦時、ドイツにならっ

て日本では労働組合の存在が禁止された。既存

の労働組合は解散せざるをえなかった。勇まし

い言辞のリーダーたちほど積極的にみずから解

散し、ときの花形「産業報国会」に衣替えし、

そこに就職した。他方、生産能率に関心をしめ

した総同盟がもっとも解散に抵抗し、解散後も

リーダーたちは産業報国会に参加しなかった。

かつての組合解散、禁止の反作用か、敗戦後労

働組合は陸続と組織された。その組織率はじつ

に 50％にも達する。当時 30％ほどの西欧先進

国相場からみても異様に高い。

その労働組合の全数調査が 1947 年から毎年

おこなわれてきた。それによると「経営協議会」

をもつ労働組合は 4 割前後と少なくない。その

後この調査は「常設の労使協議機関」をもつも

のと言葉をかえたが、やはり労働組合のなかで

4 割ないしそれに近い比重は維持した。この数

字を素直に受けとってみよう。もしこの経営協

議会や労使協議機関が生産向上の事柄をもとり

あげているならば、日本の労働組合の生産向上

への関心は、戦後に視野をかぎってもなにも

1950 年代を待つまでもないのではないか。こ

うした疑問が当然にでてくる。

ただし、こうした疑問への答えは、ふつうは

つぎのように考えられてきた。多分、敗戦直後

の経営協議会は、いわゆる「経営の民主化」、

いやそれを数段進めて、いわば経営側の「崩壊」

に対処した「生産管理」の動きを反映したので

はないか。生産管理とは、労働組合が企業の運

営をにない、経営者を会社に立ち入らせない。

はなはだしいばあいは、生産はもとより、販売、

経理にいたるまで組合が把握し企業を運営する

ことをいう。

それ自体は市場経済の破壊とはいえまい。市

場経済の登場者はなにも株式会社にかぎらな

い。オーナー企業や協同組合など、企業の所有

形態にはさまざまあり得るからである。だが、

生産管理はあきらかに市場経済の基本条件、私

的所有権の侵害となる。まして圧倒的に多くの

企業がふつうの会社形態をとっているならば、

販売面、資材の入手などに困難が生じよう。長

く生産管理を続けるのはむつかしい。さらに戦

後日本では米占領軍の権力がきわめてつよく、

そうした動きがつづくはずがない。実際、生産

管理はほんの 2、3 年で消えてしまった。それ

ゆえ、生産にかかわり発言する労働組合や労使

の協議は、おそくとも 1950 年ごろまでには格

段に減少、いや消えたのではないか。こうした

筋の反論である。

ところが、生産管理がおとろえても、経営協

議会や労使協議制の普及度、それらをもつ労働

組合数の割合は、おおまかにはむしろ減ってい

ない。それならば、まさにその内容に立ち入っ

て観察する必要がある。

さいわいこの点については、1947 年より「労
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働組合基本調査」（初期は「労働組合調査」と

題したが、ここでは以下一貫して労働組合基本

調査とよぶ）が毎年、しかも全数調査としてお

こなわれてきた。それは経営協議会や労使協議

機関についても尋ねている。まずこの調査の吟

味からはじめねばなるまい。

統計の観察だけではこころもとない。事例に

ついて生産管理を吟味する。さいわい「資料労

働運動史」という、他国に比をみない大部で見

事な文献がある。その資料の作成過程を、やや

後代ながら傍から観察した経験をもつものとし

て、その文献の価値を惜しみ、その活用に努め

たい 2）。

共働の時期

生産管理の波がすみやかに去ったあと、すぐ

さまおだやかな労使関係が形成されたのではな

い。第一石油危機まで 4 半世紀の間、日本の争

議による労働損失日数は、おなじく労働者 1,000
人あたりでみて、英仏とあまりかわらない。ド

イツ、スウエーデンよりはるかに多かった（小

池［2005］pp.244 － 5）。日本の労使関係がはじ

めから穏やかで協調的という通念は、基本統計

をみず他国と比較しない、あやしい観念である。

第二の節目は、その時期がおわり、一転して

おだやかな労使関係が出現する。1970 年代後

半である。第一次石油危機でのはなはだしい石

油価格の高騰（一挙に 4 倍にはねあがった）、

コスト増による経済の縮小、それによる雇用の

おそれが穏やかさをもたらした。争議による労

働損失日数は一気に減少する。日本にかぎらな

い。多くの先進国でもストライキは大幅に減少

した（小池［2005］pp.244 － 5）。そのとき、

経営・生産への企業レベルの発言が、いったい

どれほどみられるか、それを探りたい。

さいわいにも、くわしく大規模な政府調査が

利用できる。「労使コミュニケーション調査」

である。しかも事業所に聞くだけでなく、個々

の労働者にも聞いている。すばらしい調査であ

る。それによって、職場の労働者の、経営への

発言の希望、発言のつよさを、企業レベルにつ

いて観察する。そのうえで、電機連合調査や米

の Freeman 調査によって、多少とも国際比較し

たい。「労使コミュニケーション調査」のしめ

すものが日本に特有か、それとも日本の労使関

係はふつうの国のひとつにすぎないか、それを

吟味したい。

発言のゆらぎ？

第三の節目は、それにつづく時期、1980 年

代以降をみる。そこでの視点はまずは労働組合

の衰えである。組織率の大幅な低下である。

1970 年代末まで、組織率はほぼ 3 分の 1 を維

持してきた。それは当時の先進国相場といって

もよい。以降、組織率は一貫して低下してきた。

それは労働組合の衰えか、それとも産業構造の

変化によるものか。いずれにしてもその結果、

労働者の、経営・生産についての企業レベルで

の発言がよわくなったかどうか。それを吟味し

たい。

産業構造の変化とは、一見理解しにくい言い

方であろう。説明すれば、三次産業化である。

三次産業がのびると、企業は大きくとも事業所

は格段に小さくなる。コンビニはもちろん、スー

パー、銀行を思い浮かべれば了解されよう。事

業所が小さいとそこに組合の専従スタッフをお

けない。そうすると、組合員は相談事があって

も、遠くまで足をはこばねばならない。自然、

足が遠のく。労働組合の効用が低下し、組織率

はさがる。

さらに、表面的な米の議論への追随が猛威を

ふるう。近時、労働組合は保守反動といわんば

かりの扱いをうけている。労働組合ならまだし

も、労働者の発言への注目がまったくない。は

るかに株主の発言こそ、という議論にみちあふ

れている。

だが、いったいそれで雇用やくらしは支えら

れるのであろうか。失業率その他労働指標は、

先進国中日本が格段によい。株主の発言を重視

する米は歴然と劣る。にもかかわらず米追随の

議論はよわまらない。それに対抗する労働組合

の行動は、はたして期待できるのだろうか。そ

してその見通しはあるだろうか。こうしたこと

をできたら吟味したい。

その吟味をまずは大規模な統計調査をみる

ことでさぐりたい。その後の「労使コミュニケー
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ション調査」である。それは 1977 年からしば

らく休止する。そのあと 1980 年代半ばに復活

する。ただし、77 年のような深さはない。だが、

ともかくも今のところ 5 年おきに 2009 年まで

つづいている。できるかぎり 1977 年と比較し

ながら、労働組合の企業レベルの発言がさがっ

たかどうか、それをさぐる。組織率はたしかに

下がったが、発言も衰えたかどうか。

社長の進退への発言

この時期につき統計調査にとどまらず、事例

にたちいって企業レベルでの発言のつよさを、

なんとか観察してみたい。一見やや特異な事柄

をとりあげて吟味する。それは、企業のリー

ダー、社長の進退への発言である。選任への発

言はわたくしの知るかぎりとぼしい。具体的に

は社長の解任への発言である。いわば最後の引

導をわたすかたちの企業レベルの労働組合の役

割である。

会社法上でも労働法上でも、そのような権限

を日本の労働組合はまったくもたない。それゆ

え、そんなことがあったのか、といまの方はい

ぶかしく思われよう。ところが、実際それは存

在した。しかも、敗戦直後の経営陣崩壊期とは

まったく別である。敗戦直後は「戦争責任追及」

としてむしろひんぱんにあった。だが、共働期

は話がまったく別のはずだ。にもかかわらず、

1980 年代以降にかぎっても、そして全国紙が

複数回記事にした事例にかぎっても、3 つの事

例を検出することができる。わずか 3 つと軽視

はできまい。というのは、なかなか表面化しに

くい事柄だからだ。とにかく最後の引導をわた

す力の源泉がどこにあったのか。その意味する

ものを考察する。

3 つの事例とは、浜松のヤマハ、名古屋のオー

クマ（大隅鉄工所）、そして 2000 年代にはいっ

てからのすかいらーくである。ヤマハは、解任

された社長はオーナーではないにしても、その

祖父、そして父がそれぞれ 20 年を超えて社長

を務め、業績をいちじるしくあげた。そのゆえ

か、父はいったん 60 歳代半ばで有能な後継者

にバトンをわたしたのに、あえてその人を解任

し自分が帰り咲いた。そのうえ自分の長男を後

継者にすえた。その長男は会社の業績の悪化で

も、なかなか社長を辞さなかった。企業レベル

の労働組合委員長が発言し、経営協議会で辞任

を迫り、ことが決着した。

大隈では創業者一族の社長の退任のみなら

ず、さらに新社長の選任にも発言し、それを実

現した。またすかいらーくでは、大株主の投資

ファンドの社長退任要求と、創業者の拒否、ま

た融資した銀行団の旗幟不鮮明という膠着状態

のなか、結局労働組合の意見表明がきめ手と

なった。社長は退任し、生え抜きが後継社長と

なる。しかも労働組合の元専従役員で、そのと

き執行役員人事部本部長であった人物が取締役

に任命される。それが象徴するように労働組合

がそれなりの役割をはたしたようだ。つまり、

労働組合の働きは、企業が面倒な状況におち

いったとき、結構認められる。そうした事例を

ふりかえりながら、発言が衰えたかどうかを考

察する。

長期の競争力の大切さ

このシリーズの最後に、ふたつのことをのべ

る。ひとつは、労働者の発言の生産性効果につ

いて、貴重な計測をこころみたおもな研究を展

望しておく。というのは、このシリーズそれ自

体は、労働者の発言の生産性効果を、数値とし

てなにひとつ提示していないからである。これ

までの研究の展望によって、その空白をうめた

い。ただし、職場レベルはともかく、企業レベ

ルの経営への発言の生産性効果それ自体の計測

はとぼしく、あくまで傍証にとどまる。

もうひとつは、労働者の、企業経営への発言

の意味をあらためてまとめておく。その手がか

りとして、この点につき、見事で簡明な理論モ

デルを提示した Freeman と Lazear の仕事を吟

味する。そのモデルでは、これまでみてきた日

本の状況が、謎としてのこることを指摘する。

その謎をとくひとつの回答をしめしたい。

それは長期の競争力の重視の働きである。そ

れこそが人々のくらしを高めるからだ。ところ

が、いまふつうの経済学の発想は短期にながれ

る。そうでないと、きれいな数式にのらないか

らだろう。それなのに短期という制約をすぐに
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わすれ、それを競争一般と誤解する。その主張

を、米をお手本とする日本の議論はそのまま強

調し、今の日本企業を𠮟咤する。しかも短期へ

の流れを強力に推進するファイナンスの動きが

ある。とりわけヘッジファンドである。

だが、真の競争力を高めるには、イノベー

ションにせよ人材形成にせよ、時間がかかる。

そうした長期の投資よりも、株主への配当を高

めよ、というつよい主張がヘッジファンドから

でる。そして役員の一部をにぎり、社長をその

線へと強いる。それに抗して長期の投資を後押

しする勢力が欠かせない。その一翼を労働組合

に期待したいのである。

第2章　対抗の時代―「労働組合基本調査」の吟味

1. 組合をよく知る人の調査

労働組合の数え方

第一の節目から検討する。敗戦直後から

1950 年ごろにかけての、生産管理と経営協議

会の関係をさぐりたい。問題と仮説はすでに前

章でふれたが、あえて要点を再説しておく。　

a. まずふつうの仮説を掲げる。日本の労働組

合の経営、生産方針への発言は敗戦直後から強

かった。それというのも、敗戦で経営が崩壊し、

くらしを支えるために、生産管理という特異な

傾向、労働者が経営を運用するという傾向の影

響がつよかったからではないか。もしそうなら

生産管理が衰えたなら、経営生産の方針への発

言も減衰しよう。

b. 対立仮説は、もし経営への発言が日本の労

働組合の根づよい関心事なら、生産管理が衰え

ても、その発言はあまり減衰しないであろう、

と考える。この a，b ふたつの仮説のうち、い

ずれがより事実に近いかを検討する。

基本資料は「労働組合基本調査」である。そ

の質のよさは全数調査というにとどまらない

（それも労働組合法上資格要件をみたした、い

わゆる法内組合にかぎらず、法外組合もふくめ

る）3）。さらにそれを上回るよさがある。それ

は調査担当者がその労働組合をよく知る人だ、

ということだ。

具体的にいえば、各府県の労政事務所のス

タッフである。府県をいくつかの地域にわけ、

担当地域の労使紛争を観察し担当する。県庁と

いう地方自治体の人だが、戦前の内務省社会局

時代からの伝統がある。戦前は県庁も内務省の

傘下にあった。内務省社会局は戦時中および戦

後の厚生省、のち独立した労働省、そしていま

の厚生労働省とつながる。労使の紛争をもっと

も近くから直接観察し、他の事例と比較した人

たちである。ふつうのアンケート調査とはわけ

が違う。記入は労働組合だが、労政事務所の人

たちが記入の仕方をチェックし、またそもそも

調査票を配布、回収したのだ。

だが、時の流れに応じた変化をみようとする

と、いくつかの難点がある。こまかいことだが、

その説明を省くわけにはいかない。第一の難点

は労働組合数の数え方である。1953 年まで「単

位労働組合（以下単位組合と略称する）」と「労

働組合連合団体（以下連合体と略称する）」の

2 分類であった。「単位組合」の定義は「独自

の組合規約を有し、独自の活動をなし得る最下

級単位の労働組合」、それ以外は「連合体」と

された。ところが、困ったところがでてくる。

統計の把握と実態がくい違いすぎるのだ。企業

レベルの組織と事業所レベルの組織が混同され

てしまうのである。

当時はざっとつぎの 3 つのタイプがあった。

a. 企業ごとの組織が「単位組合」とされるタイ

プ。企業レベルの組合が上記の「単位組合」の

定義にあっている、と認定されたばあいである

（上記の定義も旧労働組合法の文言ながら、「独

自」とはなにかの説明はなく、あいまいだが）。

その下に事業所別の組織が複数あろうと、企業

レベルの労働組合組織が「単位組合」となる。

b. ところが、実態は a とほとんど同じなのに、

事業所レベルの組織が「単位組合」とされるば

あいもある。事業所レベルに組合規約があると、

企業レベルの組織は「連合体」となってしまう。

実態はほぼ似ているのに、統計上ははなはだし

い違いとなる。ほかに c. 産業別組合を標榜し、

したがって傘下の企業レベルの組織を「分会」

と称するばあいがある。その分会はしばしば下
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に事業所レベルの組織をもつ。このばあいは「分

会」を「単位組合」とみるようだ。この c は今

はほとんど見られないが、敗戦直後の高揚期、

戦闘的な産業別労働組合像をめざすものとし

て、案外に用いられた。

なお以上は、ふつうの産業のほぼ大企業のば

あいを想定した。それでも差異がでてくる。そ

のほかに、大工や料理人たちの職業別組合や、

地場繊維業のような地域ごとの労働組合など

が、もちろん日本にある。労働組合の実態の把

握は、どの国も案外に面倒な仕事なのだ。

実例

こうした一般的な言い方では、あまりわかっ

ていただけまい。1950 年前後の実例をあげよ

う。a は今でもふつうの言い方なので、b と c
の例をあげておく。

b につき鉄鋼の例をあげよう。敗戦後長く日

本の民間産業の賃金交渉をリードしたのは鉄鋼

であった。企業の名前などはその後の合併など

で変わってしまいわかりにくかろうが、具体例

を語るためにはやむをえない。関東地区から日

本鋼管ＮＫＫをとろうか（いまは川崎製鉄と合

併しＪＦＥ）。日本の代表的な大企業であり、

複数事業所を持っていた。最大の川崎製鉄所（川

崎市にある事業所。さきの川崎製鉄株式会社と

は別）には当時でも万をこえる従業員がいた。

近くに 2 千人規模の鶴見製鉄所もあった。その

それぞれに労働組合があり、いずれも単位労働

組合とされる。そして日本鋼管という企業レベ

ルの組織は「連合体」であった。「企連」とよ

んだ。

c から自動車産業の例をあげる。全日本自動

車産業労働組合という、名前だけは産業レベル

一本の組織をつくっていた。その下に、「日産

分会」、トヨタなら「トヨタコロモ分会」など

企業別の組織があり、それを「単位組合」とし

た。当時のトヨタは本社も最大の「ころも工場

（いまの本社工場）」も豊田市の旧名、挙母にあっ

た。その地の名をとって分会と称したのである。

日産もトヨタもすでに複数の工場がありそれぞ

れ支部と称し、企業レベルの組織を単位組合と

した。

これでは、事業所レベルの組織と企業レベル

の組織を、区別せずまじえて数えることになる。

実際の労働組合数はとうてい把握できない。さ

すがに労働省も困り、のち「単一労働組合」と

いうカテゴリーをつくり、おもに企業ごとの組

織を数えるようになった。そうすると、統計上

の労働組合数が大幅にかわってくる。しかもそ

の組合数をもとにさまざまな割合を算出し、し

かも割合のみを多く公表していた。それでは時

系列にみるのに支障がでる。そこで 1954 年以

降、「単位組合」「単一組合」両者の集計をとも

に掲げた。ただし、こまかい集計となると、し

ばしば一方の集計の表示しかない。それで時の

流れにおうじた推移をみるには、どちらかに統

一せざるをえず、ときに空白の年次がでてしま

うのである。

労働組合数ではなく労働組合員数をとれば、

その差はほとんど無視できるほど小さい。だが、

この文章が関心をもつ時期、この調査報告書は

組合員数の表示が案外にすくなく、ここで関心

をもつ事項の推移をみようとすれば、組合数に

よる各種数値をみるほかない。それも初期こそ

見たいので、「単位組合」数をとらざるをえない。

やや面倒な手続きを要する。そのこまかな手続

きの説明は省く。

「経営協議会」と「労使協議機関」

第二の難点は、「経営協議会」と「労使協議

機関」の異同である。こまかいことばかり言う

ようで恐縮だが、歴史を追及するとは、そうな

らざるを得ない面がある。そうでないと、誤り

に誤りを重ねることになりかねない。それはと

もかく、当面の課題は、1947-9 年までの組合

基本調査は「経営協議会」の有無を聞いている

のに、1950 年以降は「経営協議会」という言

葉が消え、「労使協議機関」につき聞いている。

このふたつはほぼ同じものとみてよいか、それ

とも肝心の点で異なるのか、という問題である。

そうでないと時の流れに応じた変化の有無をた

しかめることができない。

ふつう経営協議会というと、生産や経営のこ

とをとりあげ協議する、と受けとりやすい。他

方、労使協議制となると、生産を協議するばあ
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いもふくむけれど、むしろ団体交渉の前段階と

して労働条件を協議する機関というイメ－ジが

あろう。もしこのイメージどおりなら、労使協

議制の広がりで経営・生産への発言を測ること

はむつかしくなる。それでは初期の「経営協議

会」と「労使協議機関」を通して、時の流れに

おうじた変化の有無をみるわけにはいかない。

のみならず敗戦直後、経営崩壊期に特有の問

題がある。それはさきにふれた生産管理である。

「経営民主化」、いや格段につよく生産を管理し、

経理も販売にもおよぶのが生産管理（労働省統

計では「業務管理」という。ただし、ここでは

当時ふつうに用いられた言葉で記す）である。

その動きがこの時期の経営協議会の比重を高め

たのかもしれない。もしそうなら、平時の労働

組合の経営、生産への発言、その有無や大きさ

を、この数値でみるのもあやしくなる。

したがって、まずこの点を吟味しなければな

らない。話はこまかく長くなるので、結論をま

ず書いておく。この調査のいう「経営協議会」

と「労使協議機関」はほぼおなじとみてよい。

どちらも経営・生産問題だけでなく、労働条件

も交渉する。

説明

労働組合基本調査の「調査票記入心得」の定

義からみていく。この調査でもっともふるい

1947 年報告書は「経営協議会」をつぎのよう

に定義する、「使用者と組合代表者によって労

働条件その他経営に関して協議する機関であ

り、事業所によっては経営協議会、賃金委員会、

工場委員会など様々な名称が用いられていま

す」と（p.8）。これでみると、a. 経営問題も協

議する機関ととりやすい。b. ただし「賃金委員

会」「工場委員会」などとよばれる機関も含む

との説明から、労働条件のみとりあつかうもの

も含めるともおもわれ、なお不分明といわねば

なるまい。つぎの 1948年調査の記入心得もまっ

たく踏襲している。

1949 年にいたって、はじめて立ち入った説

明になる。そして b であることが明白となる。

やや長いが引用しよう。「経営協議会とは名称

の如何を問わず」つぎのイロハのいずれか、ま

た二つ以上を兼ねたものをいう。「イ . 団体交

渉の常設的機関とは労働協約に基づいて賃金、

労働時間その他労働条件に関する事務（ママ、

太字もママ）につき労働者代表使用者代表に

よって協議決定する機関」「ロ . 生産協力とし

ての常設的機関とは生産能率、生産向上、生産

隘路、安全の維持等の生産上の問題について協

議あるいは諮問するために設けられた常設的機

関」をいう。このロでは労働協約に基づくとい

う制約が書かれていないことに留意されたい。

「ハ . たんなる苦情紛争処理の常設的機関とは

労働協約或いは労働契約に関する組合或いは組

合員の不平不満を処理するために設けられた常

設的機関である。」

この 1949 年調査の「記入心得」から、b で

あることは明白となる。すなわち、経営協議会

は経営問題をとりあつかわないばあいも含むこ

とが確かとなった。たとえば労働条件の交渉だ

けのもの、苦情処理だけのものも含む。

生産関連の労使協議会の広まり

その点は集計上も明白になる。つぎに掲げる

表 2 － 1 をみる。1950 年以降「経営協議会」の

言葉は消えて、かわりに「常設的な労使協議機

関」となる。それを上記 49 年のイロハの 3 タ

イプにわけることとなった。しかも生産をも付

議するすべての協議機関、すなわちロだけでな

く、ロイハ . つまり生産関連だけでなく同時に

労働条件や苦情処理をとりあつかう協議機関、

ロイ . 生産関連と同時に労働条件もとりあつか

う機関、ロハ . 生産関連だけでなく同時に苦情

処理もとりあつかう機関、ロ . 生産関連のみ扱

う機関、以上の小計もしめされるようになった。

その小計は、1949 年、53 年―57 年の期間、単

位労働組合のざっと 4 分の 1 強であった。

この数値は 49 年の経営協議会計、つまり生

産関連をあつかわないばあいも含めた数値、

36.5％より当然にやや低い。そしてその 36.5％
というレベルは、47、48 年の経営協議計の 4
割余と大差ない。つまり、47 － 49 年の経営協

議会も労働条件のみをもとりあげる機関を含ん

でいた、とみてよい。すなわち 47-49 年を通し

て推移をみることがてきよう。したがって、
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1950 年以降の「常設的労使協議機関」にも接

続できよう。もっとも、生産管理の影響もある。

その点はあとでふれる。

以上くどくどと説明したが、それらの点をふ

まえて、この労働組合基本調査の数値をみよう。

それが表 2 － 1 である。なお「常設的な労使協

議機関」を聞いているのは、1950 － 60 年、と

んで 63 年であって、それ以降この質問はきえ

る。はるかに下がって 1972 年以降数年おきに

「労使コミュニケーション調査」が、この点に

焦点をすえてよりくわしく調査している。それ

は第 4、5 章で吟味しよう。

経営への発言の一貫性

もっとも関心のある生産関連項目の数値に

注目しよう。そうすると、なによりも目につく

のは、生産関連について発言する労働組合の割

合が、少なくとも 1949 年以降、記載はとびと

びながらほぼ一貫して 20 － 25％をしめすこと

だ。それは表を縦でみた第 3 列目、「生産関連計」

の数値である。この 20―25％という数値は、す

くなくとも 1950 年代後半はじめと遜色ない。い

やもっとあとまでいえそうだ。1963 年でも「労

働協約に基づく生産関連」の協議機関の割合で、

19％であった。その数値は 1950 年から 1960 年

までほぼ 15 － 18％のレベルで一貫している。

このほぼ一貫した数値は、労使関係がかなり安

定し「共働化」しはじめた 1960 年前後とあま

りかわらない。ということは、すでに 1949 年、

平時での生産への発言が、「共働化」の時代と

劣らず、すくなからず存在したことを意味しよ

う。

のこるは 1948 年以前との比較である。47、
48 年には生産関連の協議制の有無についての質

問はない。だが、つぎのふたつの理由から、お

そらく生産関連の協議制は 1949 年なみ、ない

しそれ以上であった、とおもわれる。ひとつは、

49 年の「経営協議会」の普及割合、36.5％より

わずかながら高い 42 ないし 44％の数値を、47、
48年がしめしていることである。もうひとつは、

47、8 年調査が経営協議会ということばをつかっ

ており、労使協議機関ということばを用いてい

ない。47、8 年当時すでに団体交渉ということ

ばは広く普及していたのだから、この経営協議

会という言葉は、その機能のかなりが生産関連

への発言であることを示唆しよう。

企業レベルでの発言の傍証

できたら付議事項をみておきたい。とうてい

充分な調査ではないけれども、わずかな統計数

値がないわけではない。この労働組合基本調査

はときに付帯調査もおこなう。テーマはそのと

きどきで異なるが、1953 年調査が付帯調査の

一部に「経営協議会」の付議事項を聞いている

（p.193）。ただし、労働協約の履行状況のほん

の一部としてみているにすぎないが。

6 つの項目にわけて経営協議会の付議件数な

どを尋ねる。6 つの事項とは、掲げられた順に

記せば「協約に規定のない労働条件」「労働協

約の改廃」「労働協約の具体化乃至運用」「労働

協約の解釈適用（苦情処理）」「生産向上に関す

る事項」「経営に関する事項」である。もちろ

ん「計」もつくが、「その他」の項目はない。

そして質問は付議件数にとどまらず、「協議件

数」「団体交渉に移行した件数」「外部調整機関

に移行した件数」「意見交換説明」、さらに余白

があって「備考」の項もある。これだけくわし

く紹介したのは、もしこれらがまともに集計さ

れていたら、すばらしい資料となったろうに、

との思いがあるからだ。

ところが残念ながら、この「経営協議会」に

関する部分は、わたくしの見落としでなければ、

集計表が公刊されていないのである。ほかの「苦

情処理」や「団体交渉」などについては、報告

書の統計表第 3 部に付帯調査の集計表としてか

かげられているのに、経営協議会については、

「調査結果の概要」でわずかにふれているにす

ぎない。その言及とは、経営協議会への「付議

件数」の総計が 9,000 であること、そしてうえ

に記した 6 つの事項のうち、多かった 4 項目の

割合が記載されていることにすぎない（おそら

く 9,000 を 100 としたパーセントであろう）。

もっとも多いのは「生産向上」で 27％、つい

で「労働協約の具体化乃至運用」24％、さらに

「経営」の 16％、あとは大きく下がって「労働

協約の解釈適用」5％となっている。それが記

経営志林　第51巻4号　2015年1月　　77



労使協議機関計 生産関連計 主要加盟団体別
小計 労働協約による 小計 労働協約による 総同盟 産別 総評

1947 年
単位組合数 42.4 10.2 14.5 
組合員数 13.3 20.1 

1948 年
単位組合数 44.2 10.1 13.3 
組合員数 13.3 18.7 

1949 年
単位組合数 36.5 25.5 10.2 11.9 
組合員数 49.4 35.1 13.7 15.3 

1950 年
単位組合数 22.3 14.3 10.2 4.8 
組合員数 30.2 18.9 14.5 5.0 

1951 年
単位組合数 30.3 16.0 4.6 0.7 29.4 
組合員数 40.7 23.4 5.5 0.8 51.4 

1952 年
単位組合数 32.8 18.0 3.3 0.7 36.0 
組合員数 3.8 0.8 54.2 

1953 年
単位組合数 45.4 35.8 20.8 16.4 3.0 0.3 42.7 
組合員数 4.1 0.2 56.0 

1954 年
単位組合数 （34.1） （25.1） （20.7） （15.7） 5.2 0 （22.9）
組合員数 9.9 0.1 50.2 

1955 年
単位組合数 34.8 29.1 23.7 18.5 5.9 18.8 
組合員数 53.1 43.4 39.0 31.5 10.1 50.0 

1956 年
単位組合数 39.6 34.0 23.7 18.2 （6.7） （18.9）
組合員数 55.3 46.8 30.0 10.2 49.1 

1957 年
単位組合数 38.3 33.5 21.4 15.0 （7.0） （17.7）
組合員数 53.2 46.5 29.2 11.6 51.1 

1958 年
単位組合数 46.2 34.1 15.5 6.2 41.1 
組合員数 54.5 48.9 28.7 11.5 51.1 

1959 年
単位組合数 36.8 33.2 15.3 6.4 43.3 
組合員数 53.3 48.0 29.7 11.7 51.3 

1960 年
単位組合数 37.6 33.9 15.3 6.8 43.1 
組合員数 61.7 49.4 28.6 12.3 49.3 

1963 年
単位組合数 27.3 19.3 10.5 39.9 
組合員数 44.9 35.6 14.5 45.0 

表 2－ 1　生産関連の労使協議制の広がり
―1947 － 1960、63 年、労働組合基本調査

（%）

注：かっこ内は「新方式」、つまり「単一組合」中心の集計による数値である。

出所：労働組合基本調査（1947、48 年は「労働組合調査」）より算出。
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述のすべてである。

これでは肝心なことがさっぱりわからない。

というのは、付帯調査の調査対象、また回答組

合の性質がまったく記されていない。それでは

a. 調査対象の労働組合のうち、経営協議会を

もっている割合、b. とりあげている経営協議会

がこの 1 年間に「生産」「経営」事項を何件と

りあげているか、などがわからない。c.したがっ

て経営協議会のうち「生産」「経営」をとりあ

げている割合もわからない。

それでもふたつのことが推量できよう。第

一、経営協議会はすくなからず「生産向上」や

「経営」に関する事項をとりあげている。とい

うのは、その割合がすくなくとも労働協約関係、

すなわち労働条件関係よりむしろ多いからであ

る。第二、企業レベルの「経営」事項にも発言

しているらしいことである。たんに「生産関連」

といえば、ときに職場レベルの生産関連の可能

性が大きい。職場の生産計画、それにともなう

人員配分など、労使交渉の伝統的な交渉事項と

関連がふかい。他方「経営」といえば、職場レ

ベルを離れ、まさに企業レベル、少なくとも事

業所レベルの事項を話し合っていることを意味

しよう。つまり「生産関連」事項の内容を、本

調査よりわずかに明らかにした。

さらに推測すれば

もっと推量をまじえていえば、つぎのことが

いえるかもしれない。この付帯調査の回答労働

組合数はわかっている。ざっと 1,026 と記され

ている。それが「単位労働組合」なのか「単一

労働組合」かもわからないのだが、とにかくそ

う記されている。そこでさきの表 2 － 1 の数値

を用いよう。その表は本調査で、「常設的な労

使協議機関」についてであった。それと付帯調

査のいう「経営協議会」がほぼおなじだ、と仮

定しよう。そうすれば、労働組合のうち「経営

協議会」をもつ割合は、上の表 2 － 1 からほぼ

45％となる。そして、ざっとその半分弱が生産

関連事項をとりあげていた。つまり労働組合の

ざっと 5 分の 1 ほどが生産関連事項をとりあげ

ていた。この数字を用いよう。その仮定にたて

ば、「生産」「経営」事項を協議している経営協

議会は、年に相当件数そうした事項をとりあげ

ている勘定になる。おざなりではないようだ。

説明しよう。付帯調査によると、経営協議会

への総付議事項数は、9,000、うち「生産」

27％、「経営」16％。重複もあろうが、かりに

あわせると 43％、3,870 件となる。1,026 の付

帯調査回答数組合のざっと5分の1が「生産」「経

営」をとりあげる経営協議会をもっているとす

れば、その数は 205 ほどとなろうか。その数字

でうえの件数 3,870 をわれば、一事例あたり 19
件ほどとなる。まったく仮定のうえにたつ数値

だが、当時の経営協議会が「生産」「経営」事

項をとりあげているばあい、かなりの頻度でさ

まざまな経営、生産関連事項を協議していた、

とみて大過あるまい。つまり、とりあげている

ところは、わりとまともに協議していた、とみ

たほうが筋が通る。まことに不確かな数値だが、

すくなくとも企業レベルの経営事項にも結構発

言していた、と読みとることの傍証ともなろう。

2. 他の調査

「戦後労働組合の実態」調査

ここに疑問がだされるかもしれない。うえの

ように労働省「労働組合基本調査」にのみ依拠

しては、貴重な調査研究を見逃すことになりは

しないか、という疑問である。1947 年第一回

の「労働組合基本調査」とほぼ同時期、東京大

学社会科学研究所が大規模な労働組合調査をお

こなった。927 組合に調査票をおくり、その

42.8％から回答を得た（東京大学社会科学研究

所［1950］）。いまではみられないような高い回

答率で、当時の関心の高さがうかがわれる）。

調査対象の選定は、おもな労働組合全国組織

と産業別組合（当時のことばで単産）から名簿

の提供を受け、さらに労働省の全国労働組合名

簿を参考にして、規模、産業などの分布を反映

するようきめた、という。労働省の名簿は大い

に信頼できよう。労働組合が組合法の規定にし

たがい法内組合になれば、当然に労働省が把握

する。ストライキにともなう損害賠償請求が免

責になる。法人格を得ることができる。さまざ

まな便宜がある。当然に法内組合は多くなろう。
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そのうえ法外組合もかなり調査している。府県

の各地域の労働担当スタッフが、戦前からの伝

統をいかして把握している、とおもわれる。

この東大調査は労働組合基本調査より組合

活動についてはるかにくわしく聞いている。だ

が、こと経営協議会に関してはむしろ浅い。経

営協議会のことも聞いている。そしてその吟味

に報告書の 1 章をわりあて、得られた回答を考

察している。だが、その記述は当時の風潮にそっ

た見解で、はなはだ皮相な指摘にとどまる。こ

こで皮相とはつぎのことをいう。

経営協議会につき、決定機関か協議機関かを

聞いている。その回答の解釈にあやしさがあら

われる。よわいはずの労働組合ほど「決定機関」

と答えているのに、つよいはずの労働組合の方

がたんなる「協議機関」と答える比率が高い。

それゆえ、決定か協議かの回答は協議の実際の

強度をかならずしもしめさない、というのであ

る。ここで「つよい」とは産別系、「よわい」

とは総同盟系である。いわずと知れた当時一般

の風潮による区分であって、産別系はストライ

キをうち、他方、総同盟系はしっかりと発言も

せずおとなしすぎる、とみている。そのうえ、

おそらく回答者は「協議」と「決定」との区別

をあまり知らずに回答したのであろう、という

のである。だが、労使交渉に戦前からもっとも

長い経験のある総同盟系が「決定」と「協議」

の別を知らない、とはとうてい考えられない。

こうしたことが生じたのも、経営協議会に一

章をさきながら、調査表でその付議事項を聞い

ていないからではないか。これが皮相の肝心な

点である。おそらく総同盟系に決定機関との答

えが多いのは、団体交渉の前段的手続きとし、

付議事項をひろく労働条件も多く含めているか

らであろう。労働条件ならば「決定機関」と答

えよう。もちろん生産事項も総同盟系はとりあ

げているけれど、それは協議となろう。他方、

産別系は、労働条件は団体交渉でこそ議論すべ

きだとの考えから、労使協議会ではおそらく生

産、経営事項の割合が目立ち、それならば協議

がふつうであろう。そうした事情を反映してい

るのではないであろうか。

残念ながらこの文献は浅い観察というほか

ない。英米など欧米の労働組合を書籍のうえだ

けから読みとり、本来の労働組合とは団体交渉

こそ中心で、経営協議会などというわけのわか

らないものに労使交渉をまかせるべきではな

い、という考え方が底流にあったのであろう。

あとは開催回数などを聞いているにすぎない。

それはほぼ月一回ていどとなっている。

以上の点から、経営協議会の付議事項、とり

わけ生産関連の事項を、はなはだ不充分であっ

てもとにかく聞いているのは、この時期まさに

労働組合基本調査であり、かつ、全数調査とい

う標本の大きさからも、当然に労働省の調査を

重視すべきであろう。

1948 年労働省調査

付議事項の調査ならば、小規模ながら 1948
年 3、4 月時点の労働省調査がある（「昭和 23
年資料労働運動史」pp.1061 － 64）。東京都下

43 工場のおそらくは訪問調査である。産別系

16、総同盟系 13、その他 14 である。開催回数、

労使の委員数、選出方法などもみているが、もっ

ともみるべきは付議事項である。

労働条件は全 43 工場が付議事項としている

のは当然として、「経営」も 36 事例が付議事項

としている。その内訳は「経営全般」10、「経

営方針」5、「経理」7、「生産計画」31 となっ

ている。「経営全般」と「経営方針」の別ははっ

きりしないし、あいまいな点が多いけれども、

生産計画のような日々の仕事、近い将来の雇用

に直接かかわる事項は付議が多い。ただし協議

か決定か、という強度は不詳である。

注目すべきは「経理」も 7 事例あることだ。

この報告は後段に「経営協議会の運営に必要な

帳簿の公開」についても回答をまとめている。

「公開」30、「非公開」13 となっている。つま

り公開が多い。もっとも「公開」されるもので

も労働組合側がよく吟味しているのは 2、3 で、

見ても分からぬなどの答えが多い。それでも非

公開にすると疑惑をもたせ、余計に紛争を起こ

すから「公開」するのがよいとしている。また、

帳簿を見て賃金値上げの要求が出来なくなった

ので、今後はみないことにしている、という組

合側の率直な回答も 2、3 あった。他方、非公
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開のものも公開するよう要求する、というもの

は「極く稀であった。」

もっとも経理を見る目は、当時は課長クラス

もほぼ組合員であったので、委員の選び方いか

んでは相当にあったとみてよいし、のちの時代

でも、ホワイトカラーがむしろ主体となってく

るから、あながち、うえのコメントのように軽

視できまい。これらのことは、はるか下がるが

1970 年代の「労使コミュニケーション」調査

をみるときに、比較対照すべきものとなる。

以上の観察によって、労働組合の経営方針へ

の発言が、生産管理につよく依存するものでは

なく、それが衰えたのちも案外につづいている

ことを知った。それをさらに生産管理の事例の

面から確かめておく必要があろう。次章の課題

である。

第 3章　生産管理―いくつかの事例

1. さまざまな視角

「生産サボ」

生産管理の面から、このシリーズの問題、企

業レベルでの経営への労働者の発言を吟味す

る。前章でみたように、敗戦直後経営協議会は

広がった。それを要求する労働側の最大の理由

とされてきたのは、当時の議論では「経営の民

主化」であった。もっとも、「民主化」の内容

はもうひとつはっきりしない。形の面からみて

いけば、そのきわめて激越な形態は「生産管理」

であろう。職場で働く人たちこそ生産、経営を

管理すべきだ、という主張である。労働省用語

では、製造業以外もふくむゆえに「業務管理」

ともいうが、争議のもっともはげしい方策とし

てとられた。この激越な「生産管理」と職場の

労働者の経営・生産への発言とは、どのような

関係があるのだろうか。発言の淵源が生産管理

にあるのか、それとも、むしろその逆、生産管

理への反発から生じたのであろうか。

生産管理につき、これまでざっとふたつの見

方があった。ここではそれとはまったく別の視

角から事例をみる。分析視角がはっきりしない

と、事例観察はいきてこない。まず、ふつうい

われる見方を紹介しておく。そうでないと、こ

こでの視角が理解されないだろう。

ひとつの見方は、当時いうところの「資本家

の生産サボ」への対抗である（比較的後代の文

献からひろえば、たとえば久米郁男［1998］p.72
－ 3）。そのころは、いまからではとても考え

られない激しいインフレ、すなわち物価上昇で

あった。おそらく年に数倍という物価上昇で

あった。その現象は第一次大戦敗戦後のドイツ

にもあり、それは日本の第二次大戦敗戦後をは

るかに上回るものであった。ドイツより格段に

少ないないにせよ、当時の日本の物価上昇は激

しかった。

はげしいインフレ

とはいえ、その数値を正確にしめすのはむつ

かしい。というのは、消費者物価を算出するに

は、ふたつのことが欠かせない。ひとつは品目

別の物価の統計である。主な品目、たとえば、

コメ、ミソ、衣服などの価格の変動である。だ

が、当時は「闇物価」がむしろ主であった。闇

とは「公定価格」でないものをいう。当時コメ

をはじめ多くの品目が、戦時中からひきつづき

配給制であった。とりわけコメは当時の「主食」

であり、だれにも必要な、「必需品」であった。

配給制である以上「公定価格」であるはずだが、

配給量ではとうてい足りるはずがなかった。し

かも遅配が続出した。ありていにいえば、米を

食べられるのは恵まれたごく一部の人たちや地

域だけで、豆やさまざまな他の食物をまぜて飢

えをなんとかしのいだ。当然生きんがために配

給だけに頼るわけにはいかず、農村に「買い出

し」に出る。それが「闇」であり、その価格が

「闇物価」である。そうしたことに信頼できる

統計などあるはずがない。そもそも今日明日の

くらしがあやしい飢餓期、きちんとした統計が

できるはずがない。ただし、東京などにかぎれ

ば、信頼性は別として、いささかの統計資料は

のこっている。

しかし、物価がかりにわかっても、それだけ

では消費者物価指数は算出できない。消費者が

くらしのために購入するおもな品目の種類と、
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それぞれの品目の比重がわからなければ、くら

しに影響する数値、物価指数は計算できない。

それには一般勤労者家庭が実際に消費した品目

を調べ、さらにその主な品目それぞれの比重を

考慮するほかない。すなわち家計簿調査が欠か

せない。ところがそれは大変な調査なのだ。家

計簿を各家庭にわたし、それに記入してもらう。

1 日 2 日ではなく、ひと月、ふた月という期間

にわたる大変な調査なのである。それが敗戦直

後の混乱期にできたはずがない。

そうおもうのだが、ひとまず一応の数字がの

こっている。それに、うえの話は消費者の品目

にとどまらない。卸売物価にも当然あてはまる。

多くの生産資材も割当制であり、公定価格が

あったが、もちろん闇もあった。その急上昇で

ある。

それらをまとめたものが、表 3 － 1 である。

なお後代あらわれた、日本の長期の物価指数に

つきもっとも信頼できる一橋長期経済統計で

は、この時期は空白となっている。それこそむ

しろ良心的な研究の結果であろう。

うえの表の一番右の欄、卸売物価の数値をみ

ていただきたい。1946、7 年には年間ほぼ 5 倍

の上昇率をしめす。品目によって異なろうが、

まことにはげしい。翌 48 年には 2 倍に減少し

たけれど、なおひどいインフレに違いはない。

その結果、生産するよりは、手持ちの資材をそ

のまま持越し、機をみて売れば、その価格が翌

年にはじつに数倍になることを意味する。それ

ならばなまじ生産するより利があがる。「生産

サボ」がでてくるのは当然であろう。

労働組合の生産管理あるいは業務管理は、そ

れへの「正義の対策」でもあった。資材を手持

ちして生産をとめては経済が動かず、人びとの

くらしが立たない。それを労働組合が断固救う、

という構図である。それはこの時期、たしかに

通用した考え方であろう。

当時の合法論

この視角とほぼ共通するいくつかの系論が

ある。まず、その合法性を主張する見解である。

おもに米占領軍の司令部の政策視点から戦後の

労働を吟味する竹前［1982］の筆によって、そ

の見解を説明しよう。竹前によれば、その見解

は末弘厳太郎の主張である。かれは東大法学部

教授、当時の労働法の大御所、また中央労働委

員会会長代理（のち会長）であった。かれの毎

日新聞のコラムの文章（1946 年 2 月 8 日付）

をいう。しかもそれが英訳され米占領軍の労働

担当者に影響をあたえた、と竹前は記す（竹前

［1982］pp.87 － 91.）。竹前によれば、1946 年

時点では、占領軍は「不干渉政策」をとった。

生産管理の合法性の問題を日本の裁判所にまか

せる、という態度である。事実上暗黙の承認に

近い、と竹前はいう。

末弘の主張の理由は、a. すでに法認されてい

るストライキより「公益的に有害ならざる」か

らだ、というにある。b. さらに踏み込んで　企

業のガバナンスにもおよぶ。もちろん当時企業

のガバナンスなどという議論はまだないのだ

が、株主を当然の所有者とする商法の世界と、

現実はすでに異なる。「所有と経営が分離して

おり」、企業はいまや「出資者と経営技術者と

労働者の協力により成立っている。」「争議の方

法として一時的に経営を乗っ取りそれによって

資本家を屈服させようとする」のは所有権の侵

害とはいえない、というのである。

a の論点は上記の生産サボ説と一脈通じる。

それでストライキより公益上有害ではない、と

いうのであろう。はげしいインフレがつづき、

末弘の立論も短期的にはうなずけないではな

い。やや似た見解として、橋本「2000」がある。

生産管理は経営者への打撃がすくなく、それで

長続きしなかった、というのである（p.136）。
だが、長期にもそういえるか。b の理由は長

期にも通じないと、筋が通らない。長期に生き

残るには生産効率を高めねばならない。高める

のに労働側だけで足りるのだろうか。その点を

末弘も気づいていたゆえに、「一時的」という

制約をつけたのだろう。

また、出資者以外の経営者やホワイトカラー

をすべて経営技術者として拡大解釈しているあ

やうさはないか。経営者ないしその候補者と、

ホワイトカラーでも第一線の職場で働くものと

は、その間はげしい選抜があり人材形成の競争

がある。それを軽視してよいのであろうか。そ
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うした長期の人材形成なしには、企業は生き残

れない。それゆえ、占領軍も当初の不干渉政策

から方針をかえ、また、ひとびとの生産管理へ

の支持、暗黙の承認ははやばやと消えたのでは

ないだろうか。

この論点をやや一般的に展開しよう。労働者

の管理だけで生産や業務が順調につづくかどう

か、という問題である。もし順調につづくよう

なら、法律の議論はべつとしても、経営者や株

主は不要となる。でも資金はどうなるのか。銀

行は資金を貸してくれるだろうか。販売先から

の売上金は支障なく回収できるのであろうか。

資材は入手できるか。そうじて企業の外との関

係の問題がのこる。もしこれらの問題が解決さ

れなければ、生産はつづかない。中長期には人

びとのくらしがたたない。それでは政権がもた

ない。政権を持ち続けようとしたら、当然にそ

れを禁ずる方策を講じるであろう。

社会主義の考え方

こうなると社会体制の考え方がでてくる。も

うひとつの見方である。市場経済にたいする「指

令経済」である。当時のことばでいえば、「プ

ロレタリアート独裁」である。それを経営民主

化、あるいは産業民主主義というオブラートに

くるみ主張する。実際、当時の労働組合のメン

バーは経営の実務家まで含む。1945 年の旧労

働組合法では、1949 年以降の新組合法（もち

ろんその後も改正されたが）と異なり、課長ク

ラスは排除されなかった。しかも当時の課長の

権限ないし部下の数は、いまの部長をこえよう。

たとえば、1950 年代後半から 60 年代日本の

消費者物価 ｢闇物価｣東京 家計調査 一橋長期統計 卸売価格

倍率 倍率 倍率 消費者物価指数 倍率

都市　倍率

1945 年平均 1

1946 年平均 1 4.83 1

1946 年 8 月 1

同 12 月 1.45

1947 年 1 月 1 1 1

同 12 月 2.49 2.20 3.41 5.12

同年平均 2.16 1

1948 年 1 月 1 1 1 1

同 12 月 1.62 1.29 2.31 2.20

同年平均 1 1.73

1949 年 1 月

同 12 月

同年平均 1.25 1

1950 年平均 0.93

表 3－ 1　物価の上昇

出所：資料労働運動史、各年
　　　一橋大学経済研究所［1967］「物価　長期経済統計 8」東洋経済、265p.
注：下線や囲み線は倍率の関連する期間をしめす。
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労働組合界をリードした太田薫は、旧制 6 高、

旧帝大工学部卒の技術者、当時の大企業宇部興

産の、大きな工場の管理職であった。というよ

り筆頭課長、すなわち工場長につぐ No.2 のポ

ストにあった。そうした人も組合にはいる。い

やときに組合をリードする。そうしたら、経営

の実務家たちはそろっている。生産はもちろん

経営の実務をこなしていくのに、それほどの困

難はないかもしれない。

だが、それでもうえで指摘した、企業外との

かかわりの問題は避けがたい。とりわけ資金の

収受である。生産ならば実務上の支障は短期に

はあまりないかもしれない。しかし、資材がな

いと生産できない。手持ちの資材がつきたあと、

資材の購入の資金がいる。また、生産自体にし

ても長期の競争力の確保には設備投資が必須で

ある。その資金の調達である。当時、資金は銀

行からの借入金が大半であった。銀行はいった

い労働組合に資金を貸しだすのであろうか。販

売先からの売上金の回収はどうか。

そこに当然に所有権侵害の議論がでてくる。

会社の公印なしに資金は借入できない。また高

額の支払いはむつかしい。公印をいわば無断で

使用することは、それこそ所有権侵害となろう。

それを社会全体のシステムが容認するようでな

ければ、生産管理が長続きするはずがあるまい。

以上、わたくしが理解したかぎりでの、ふつ

うの見方とそれへのコメントであった。そのコ

メントをさらに一般化してみる。社会の容認い

かんにかかわらず、世界の多くの国の間に経済

競争がなくならないかぎり、生産管理は長続き

しまい。その点を展開するのがここでの視角で

ある。

長期の市場競争のなかで

いま一国経済が全体として市場競争体制を

とっているとしよう。そのなかで、負けないよ

うに生き抜いていくには、競争力を高めねばな

らない。それには機械などハードの競争力、ビ

ジネスモデルなどソフトの革新などが欠かせな

い。これらは多く長期の視野にたつ決断によろ

う。どのような設備投資をどれほどおこなうか、

そもそもおこなうかどうか、そのカネを配当な

り賃金にすべてまわすか、などはすべて長期を

にらんだ決定である。そうでなければ、長期の

競争に生き抜くのはむつかしい。

一見ソフトなビジネスモデルの革新にして

も、その多くは長期を要する。アイデアは短期

に案出されたとしても、その組織としての実現

には、かなりの期間を要する。かのコンビニエ

ンス・ストアの例をおもいおこせばよかろう。

日本のセブンイレブンは米の先例サウスランド

社に習いながら、それでもあらたなビジネスモ

デルを案出せざるをえず、その案出、実現は、

試行錯誤の 10 数年を要した（小池［2013］）。
しかもその改善はその後も続いていく。

まして高度の人材の形成は、なおのことであ

る。生産であれ、販売であれ、経理であれ、高

度な人材は一朝一夕になるものではない。天才

や異才をさがしだして即活用するのもひとつの

方法である。だが、それはごく例外的というほ

かあるまい。あまり見つからないからこそ天才

なのだ。また高度らしい学校や資格をつくり、

それで認定すればすむものでもない。結局、そ

の資格のうえで実務を一歩一歩経験して人材を

高めていくほかあるまい。

いいかえれば、まず関連の深い分野のなかで

さまざまな仕事を経験し、しだいにむつかしい

仕事について技能を高めていく。その技能もテ

ストやなんらかの「客観的」な物差しで測れる

ものではない。簡単なくり返し作業ならそれも

可能だろう。だが、高度な仕事はそうはいかな

い。みる目のある人がみて主観的に評価するほ

かない。高度な人材の見極めには時間がかかる。

それを展開したべーカーたちの理論、実証分析 
（Baker, et al.,[1994a,b]）に深い敬意を払わざる

をえない。すくなくとも 10 年以上はかかる。

この点についてはのちに説明する。

しかもその選抜は、結局上司の主観的な評価

によるほかない。まさに上司と部下、軍隊ほど

ではないけれど、あるていどの指揮命令の関係

を必須とする。それはいわゆる「民主化」と合

うのであろうか。リーダーの選挙を民主化の一

つの重要な要件とすれば、それではとうてい、

戦闘に耐える、すなわち長期の競争に耐えるよ

い人材は得られず、長期の競争力が落ちてくる
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であろう。指揮者を選挙できめる軍隊が成功し

た事例を、歴史でどれほど見つけることができ

ようか。そうじて長期には、一国経済が市場競

争システムをとるかぎり、生産管理はうまくい

くまい。

いやかりに一国経済が市場競争システムでは

なく指令経済システムをとっていても、世界経

済が多く市場競争システムをとっているならば、

ほぼ同様な結果となろう。もしその一国が他国

とほとんど交易しないなら、生産管理も可能で

あろう。だが、それはほとんどあり得ない。古

代ならいざしらず、当今まずそれでは経済がも

たない。一国のくらしがたたない。他国と交易

せざるをえない。輸出入せざるをえない。どん

どん赤字がふえ、為替レートの切り下げとなり、

他国からの輸入物の価格があがる。逆に輸出の

稼ぎが小さくなる。おなじだけ輸出しても稼ぐ

金額が少なくなってくる。あるいは他国の海外

企業が直接投資として進出してくる。そこにも

「指令経済」を適用できるのだろうか。長期の競

争力の苦境はさけがたく、生産管理なり一国の

「プロレタリアート独裁」は無理となろう。

以上、どの視角からみても結局、企業外との

取引、長期の競争力という点から生産管理はな

がつづきしまい。それがここでとる仮説である。

その吟味もふくめ、1940 年代後半の日本の生

産管理をみていく。おそらくは、敗戦直後の日

本の実態も、うえの論理をくつがえしてはいな

いであろう。

生産管理の件数

まず生産管理の件数からみていく。1940 年

代後半、ふたつの労働省統計がある。ひとつは

「資料労働運動史」の巻末統計表である。他は「労

働統計年報」の労働争議統計である。前者は「生

産管理」をはっきりと「業務管理」として集計

している。ただし、46 年以外は月次統計であっ

て、おなじ「業務管理」でも月をこえると重複

して数えられるようで、合計して年次数値を算

出するのはあぶない。年次統計にかぎれば、46
年のみが得られる。

後者は年次統計である。ただし、「業務管理」

としてではなく「その他」の争議として集計さ

れ、注記して「業務管理」を含む、とある。い

ま前者の 46 年の「業務管理」年計の 170 件、

行為参加人員 140,569 人と、後者の 46 年の「そ

の他」を対照すると、まったく同一である。そ

れゆえ 40 年代後半、「その他」のほとんどを「業

務管理」すなわち「生産管理」とみて大過なか

ろう。労働組合基本調査の数値と対比するには

年次データでないと困る。ここでは後者をもち

いる。表 3 － 2 である。なお争議の状況を概観

するため、あえてその後の期間も記した。ただ

し、1950年代半ば以降は 5年おきの数値とした。

年次統計の数値は、「生産管理」すなわち「業

務管理」がほぼ 1948 年で終わったことをしめ

す。とりわけ多いのは 1946 年である。「争議」

にしめる「生産管理」は、「行為参加人員」の

比率でみると 22％、5 分の 1 をこえる。1947、
8 年にはその比率は 8.1，2.5％と格段に下がる

けれど、なお存在する。だが、49、50 年には 1％
を割る。1951 年からほぼゼロに近づく。生産

管理はごく短い時期の現象、1946 年にかなり

集中し、せいぜい 47、48 年まで、とみて大過

あるまい。

その点は、のちに説明する「資料労働運動史」

記載の事例からもいうことができる。たとえば

1949 年をとる。この年、労使関係は騒然として

いた。米占領軍のドッジライン政策の強行によ

り、大企業でも解雇が軒並みにおこなわれ、は

げしい争議、ストライキがあいついだ。そして

いくつかの事例、東芝（「昭和 24 年資料労働運

動史」p.102）、日本セメント（同 p.127）などで

は一部の工場の労働組合が生産管理を企てた

が、結局、実行しなかった。記載事例中ほとん

ど唯一の実行は、国鉄のいわゆる「人民電車事

件」であった。東京の国電の一部であったが、

それも無賃乗車もふくめ 3 日でおわった（同、

pp.162 － 169）。生産管理がほぼ 1946 年中心の

現象、せいぜい 47、8 年までであることを物語る。

この傾向はなにを意味するか。生産管理が労

働者の経営、生産への発言にどのような影響を

およぼしたかとの問にたいし、直接の答え、ま

たその証拠は提供できない。生産管理はほぼ

1946 年、せいぜい 47、8 年までであった。他方、

経営、生産への労働者の発言をしめす指標は、
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1949 年以降しか利用できないからである。

経営への発言は生産管理によるか

そこで間接的な推論を試み、その当否をみ

る。もし生産管理が生産関連の労働者の発言を

大いに促したならば、その衰退とともに労働者

の経営、生産への発言もよわまるはずであろう。

他方、生産管理の衰退にもかかわらず、生産関

連の労働者の発言がよわまらないなら、生産管

理の影響は小さい、という推論である。

ただし、くりかえすが、生産関連への労働者

の発言をしめす数値は 1949 年からしか得られ

ない。つまり「労働組合基本調査」の「生産関

連の協議機関」の割合の数値である。これにた

いし 47、48 両年については「経営協議会」の

数値となる。だが、それ自体は生産関連への発

言かどうかはわからない。さいわい 1949 年調

査は唯一この両方の数値をしめす。1949 年調

査を手掛かりに推測してみよう。

1949 年「経営協議会」のうち生産関連をと

りあげる割合は、組合数でみてざっと 7 割で

あった。その割合をその前の 1947、8 年にかり

に借用すれば、経営協議会の比重からして、生

産関連の発言は 1947、8 年と 49 年以降とでは

案外にかわらないようだ。生産関連への発言は、

生産管理の衰退にもかかわらず、落ちていない

可能性がある。それならば、生産管理の影響の

小さいことが示唆されよう。

表 3－ 2　生産管理、争議の推移

　争議行為を伴う争議

合計 　　　｢その他 ｣（｢業務管理 ｣を含む）

件数 行為参加人員（1） 件数 行為参加人員（2） （2）/（1）%

1945 94 38,931 - -

1946 810 634,983 170 140,569 22.1

1947 683 295,321 93 24,039   8.1

1948 913 260,483 54 6,458   2.5

1949 651 1,239,546 25 8,322   0.7

1950 763 1,026,841 28 6,446   0.6

1951 670 1,386,434 0 0   0.0

1952 725 1,839,036 2 467   0.0

1953 762 1,743,229 4 271

1954 780 1,546,619 6 869

1955 809 1,980,652 1 29

1960 1,707 2,334,646 2 154

1965 2,359 2,479,093 0 0

1970 3,783 2,357,230 1 7

1975 7,574 4,613,962 1 94

1980 3,737 1,768,010 5 229

1985 4,230 1,355,241 4 338

出所：労働省「労働統計 40 年史」1963 年、労働省、pp.547―8.
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とはいえ、まったく影響がないとはいえま

い。むしろ「反面教師」としての経験を得た、

ともおもえる。生産はともかく、販売、資材の

入手、ましてや資金の受け払い、とりわけ調達

など企業の外との関連の業務をこなすには、生

産管理はむつかしい、という経験則である。そ

の経験則をいかして経営、生産へ発言する、と

いう姿勢であろう。つまり、みずから経営の担

当者となるのは、かえってむつかしい。だが、

職場の仕事経験から、企業の経営、生産へ発言

する必要は大きい、と痛感したのではないか。

それゆえ以後も経営、生産への発言、経営方針

決定への、参与ではない意見表明がつづいてき

たのではないだろうか。その点をすぐあとに、

若干の生産管理の事例について吟味する。

それにしてもすでに 1947 年、よりたしかに

は 1949 年というきわめてはやい時期に、日本

の労働者は戦前の総同盟系のように、いやそれ

を超えて、生産管理とは別に、経営、生産へ発

言してきた。この傾向は、敗戦後は総同盟系に

かぎられるものではない。さきに掲げた表 2 －

1 は、その点の検討のために総同盟系、産別計、

のちの総評系の組織の比重も併記した。あきら

かに経営、生産関連事項に発言する単位組合は、

総同盟系の比重をかなりこえる。すくなくとも

2 倍から数倍に達する。なぜか。その点の究明

もふくめ、生産管理の事例に立ち入り吟味する。

2. 生産管理の事例

「資料労働運動史」

生産管理の事例を観察するには、さいわい貴

重な資料がある。年々の労働省「資料労働運動

史」である。敗戦後、1945、6 年を第 1 巻として、

以後各年を 1 冊にまとめた大部な書籍（B5 版

に近い大判、2 段組み、各巻 1,000 ページをこ

える）が公刊されている。他国に比をみないす

ばらしい資料であるがゆえに、すでに他で多少

とも言及したが、あえて、重複をいとわずその

資料の性質を説明しておきたい。

おそらく、それは戦前の内務省社会局「労働

運動年報」をひきつぐものであろう。さいわい

わたくしは、1960 年代から 80 年代にかけて、

この「資料労働運動史」を書いた人達たちを知

り、その文書化の過程を仄聞する機会があった。

担当の労働組合課の小さな研究会への参加をゆ

るされたのである。そこでの見聞にもとづけば、

その信憑性はきわめて高い。

第一、それぞれの争議がおこる前から、敗戦

後の労働省スタッフ、各府県の労働担当スタッ

フは、その場を尋ねている。もちろん労働組合

は結成後労働省に届け出た。ストライキの損害

賠償免責など、いろいろ有利だからである。た

だし、これらのスタッフの知見は、そうした届

出の書類にとどまらない。その相談にのり、ま

してや争議となればその場に足を幾度も運び、

まさに直接の観察者であった。その記録文書が、

労働省労働組合課の「月報」に記載され、それ

に手を入れ各年の資料労働運動史ができる。そ

の月報は「秘」とされ公刊されなかったが、労

働組合課の研究会に参加する少数の人には配布

され、また府県の労働担当部署にくばられた。

「秘」でも「極秘」ではなかった。大筋ほぼそ

の合本が「資料労働運動史」の主要部分である。

第二、そのタイトルに「資料」とあるように、

争議の各主体の発行する文書類をかなりそのま

ま採録している。要求書、会社側の回答、労働

組合側の声明、会社側の声明、妥結書、あるい

は締結された労働協約、ときにビラ類、また当

時の新聞の社説にまでおよぶ。まさに「資料」

労働運動史なのである。他方、労使の文書はど

うしても自分たちに有利な部分に記述をかぎる

傾向がのこる。

第三、その編集方針は、けっして政府の公式

の政策偏重ではなかった、とわたくしにはおも

える。そうした編集では労働行政にとってもあ

まり役に立たないであろう。書き方は占領軍へ

の配慮、時代の風潮を反映してはいるが、後世

わたくしが読み直しても貴重である。というの

も、わたくしの個人的な感触では、そして個人

的な経験を語ることも許される老年に達したか

とおもうが、担当官たちはけっして監視、監督

の視点に終始したわけではない。むしろプロレ

イバーであった。それも当然で、労働省勤務を

志したスタッフはプロレイバーであるのが、む

しろ自然であろう。推測だが、のこされた文書

経営志林　第51巻4号　2015年1月　　87



や後代の研究文献から推測するかぎり、戦前の

内務省社会局のスタッフにも似た傾向があった

ようだ（たとえば三輪泰史［1978］の見事な分

析をみよ）。

第 4、1946、7 年という敗戦直後が対象とは

いえ、その文章の公刊は 1951、2 年であった。

大冊であり公刊が遅れるのは、当時の経済事情

を考えれば当然であろう。その分、後代からの

手直しもあろう。それがむしろ貴重かもしれな

い。敗戦直後のあの混乱期、だれが公正な視野

を持ち得ようか。

こうした理由から「資料労働運動史」をもっ

とも重要な資料として用いる。もちろん、後代

利用可能となった他の文書を利用するのは当然

である。

事例の選定基準

「資料労働運動史」は「主要な争議」をそれ

ぞれかなりのスペースを用い記述している。数

え方にもよるけれど、1945、6―49年版の 4冊に、

ほんの数行ほどの記述は別にして、20 ほどの

生産管理の事例も記されている。とりわけ

1946 年にほとんどが集中する。あとは 48、49
年のそれぞれ 1 例だけである。記述は 2、3 ペー

ジから 10 ページ余にわたる。案外に短いとお

もわれるかもしれないが、1 ページが 2,200 字

をこえ、ふつうの書物の 3 ページほどにもあた

るだろう。書き方は事例によってさまざまで、

きまった形があるわけではない。そのなかから、

生産管理の内容を知るため、つぎの数例をここ

でとりあげる。その選定基準はいわゆる有名な

事例とはかぎらない。

第一、生産管理の「状況」を具体的に記して

いるものとなる。とりわけ生産設備の改修、増

強までもおこなっているか、それとも破壊して

いるか。資材の調達、販売代金の回収、借入の

困難にいかに対処したか、などにわたる。そう

した肝心の点について記述がある事例はまこと

に少なくなるが、やむをえない。それがないと

生産管理の内実がまったくわからない。ただ盛

り上がったが、やむなく敗れた、ということに

おわる。

第二、その目的、動機である。雇用の削減は

おろか工場閉鎖を迫られたあげくのことか、つ

まり「生産サボ」が原因か。それとも大幅賃上

げや、経営権の根幹にかかわる労働組合の発言

か。つまり労働側の攻勢によるものか、などで

ある。

第三、その生産管理は整然としたものかどう

か。生産管理に名をかりた工場占拠か、それと

も着々と生産、業務を遂行したのかどうか。と

くに、知りたいのは整然と遂行しながらなお困

難を感じた問題はなにか、である。

第 4、継続期間である。さきにさまざまな視

角を紹介した。その際短期かどうかが肝心であ

ることを指摘した。それをも知りたい。

以上のことについてわりとくわしい記述が

ある事例、これが選択基準である。肝心の記述

がとぼしくては、どうにもならない。そうした

基準から、以下 6 事例を選んだ。

東洋合成新潟工場

まず東洋高圧新潟工場をとりあげる。その選

択の理由は、なによりもさきにあげた第 4 の長

期間である。おそらくは最長とおもわれる。「資

料労働運動史」の記述では 6 か月というけれど、

より正確には 5 か月半余か。ほかにも 5 か月て

いどの事例はいくつかあるが、資料労働運動史

記載事例の中で最長なのは確かである。

真っ先にあげたのは、最長の期間とともに、

上記基準の第 2、その目的にある。雇用を守る、

というしごくまっとうな理由による。この事例、

新潟工場はわずか 190 名という小規模にすぎな

い。ただし、化学工場であり、建屋、敷地など

外容からして、けっして中小企業という感じで

はない。企業系列からもそういえる。三井系の

東洋高圧、またおなじく三井系の電気化学、そ

れに地元の新潟硫酸の 3 社の系統をひく。わた

くしの育った新潟市では、1940 年代新潟硫酸は

常日頃見受ける古い大工場のひとつであった。

さらに第三の基準、生産管理はかなり整然と

したものであった。けっしてたんなる工場占拠

ではない。労働者は生産業務を着実におこなっ

た。しかもなお経理、資金資材面などの問題が

避けられなかった。

生産管理のきっかけはやや込み入っている。

88　　労働者の企業経営・生産への発言―戦後労働史　その２ （１）



この会社は 1942 年戦時中に上記 3 社の関連事

業所の合併として発足した。その結果、3 つの

会社系統がいりみだれ、会社側の方針が確立し

ていなかった、と資料労働運動史は記す。その

ためか、やや「生産サボ」の面があった。会社

側からすれば、この工場は事業としてなりたち

難いものであった。敗戦後は大半が休業状態、

一部ほそぼそと操業をつづける状況であった。

1946 年 2 月 27 日、工場閉鎖、残務整理員とし

て 108 名をのこす、他は解雇との会社の発表が

あった。これにたいし組合は 3 月 13 日工場再

開を決議する。すなわち、生産管理であり、ま

さに雇用をまもるためのものであった。

生産は整然とおこなわれた。もともと敗戦後

米の増産のため需要のある硫安を製造できる工

場であった。新潟地方は戦前千町歩をこえる大

地主が全国一多く、そのため農民組合運動がさ

かんであった。その一部が「新潟県硫安委託製

造組合」（7 月現在 15,000 人、出資一口 100 円）

を結成、コークス、石炭などを入手、この工場

製造の硫安と交換した。原料面、販売面で生産

管理の助けとなった。

のみならず、設備も増設した。「硫安飽和槽

新設その他」と資料労働運動史はいう。施設の

「営繕、改修も一切組合の手によってなされた。」

あらたにブルーカラー 21 名を採用、3 名の「稼

働不良」者を解雇、13 名の復員従業員を復職

させた。アンモニア、メタノールあわせて日産

5、6 トン、硫安は日産 15 トンの段階に達した。

この間、会社幹部は工場からしめ出された。

工場運営は一切組合名義でなされた。にもかか

わらず資金には「もっとも困難を感じ」た。労

働争議中のある会社にメタノールを売却、その

代金自体は会社に仮押さえされたが、売却先の

会社から前借した。それで資金が足りたかどう

か、不詳である。また硫安の販売を組合名義で

おこなうよう当局に申請したけれど、留保され

た。硫安は当時政府の統制下にあった。ただし、

経理はすべて組合名義でおこなったという。

結末は地労委への提訴であった。使用者側が

提訴した。地労委は、はたして工場の稼働継続

が可能かどうかの検討を経理士に依頼した。そ

の結果、設備は相当に老朽だが、可能との結論

を得、8 月 28 日妥結し、生産管理を解いた。

その条件は、2 月時の解雇者の「再採用」で、

会社が業務をひきついだ。つまり雇用はさしあ

たり守られた。ただし、そのあとの状況は不詳

である。

要するに、整然と生産が遂行され、設備の増

設、改修までおこない、資材、販売面で農民組

合の助けがあって 5 か月半つづいたが、なお資

金、販売の困難からまぬかれなかった。

日本鋼管鶴見製鉄所

おなじく整然と生産管理がおこなわれた事

例をとりあげる。歴然とした大企業、日本鋼管

の鶴見製鉄所である。いまのＪＦＥの前身で、

当時、八幡、富士につぐ第三の鉄鋼メーカーで

あった。というより、八幡、富士はかつて国営

製鉄所であったので、ほとんど唯一の民間一貫

製鉄メ－カー、しかも当時京浜地区にあったた

だひとつの一貫メーカーであった。その企業の

なかでは小規模な事業所ではあるが、2,000 名

規模であった。

代表的な大企業のゆえか、生産管理にたいし

政府のいわゆる「4 相声明」がだされた事例と

して知られている。4 相とは内務（いまの総務

省）司法（いまの法務省）、商工省（いまの経

済産業省）、厚生省（いまの厚生労働省）の各

大臣をいう。この 4 者の連名で、生産管理の違

法性を主張する文書である。ただし、この世間

の注目がここでとりあげた理由ではない。

ここでとりあげたのは、やはり整然とした生

産管理の事例だからである。期間はさきの東洋

合成新潟工場よりはるかに短く、1946 年 1 月

10 － 28 日と 20 日たらずであった。当時の生

産管理の、わりとふつうの長さに近い。労働者

による生産の管理はきちんとしていた。事後の

中労委の調査によっても、機械になんの損傷も

なく、その保全も充分で、作業方法も従来通り

おこなわれた。

せいぜい販売のため生産をあげる目的で、薄

ものの計画をやや厚ものに変えた、というくら

いであった。このことはすぐあとの説明と少し

矛盾するけれど、いずれも資料労働運動史の記

述にしたがっておく（「昭和 45、6 年資料労働
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運動史」p.30）。なお販売は、戦災者向けの建築

業者と新契約し、薄板すなわちブリキ、ナマコ

板、などを売却した。それで資金が足りたかど

うかは記載がない。また福利厚生物資を無断で

組合員に配布したが、その代金はきちんと会社

に支払われた。賃金も本社から支払われていた。

経理は本社が把握し、整然とした生産実施に

もかかわらず、結局資材面での獲得にもっとも

困難を生じた。その点でうえの事例と共通する。

もっとも資材面では、やや一般事例と異なる面

があったかもしれない。鶴見製鉄所は、となり

の日本鋼管川崎製鉄所から鋼材をうけ、それを

さらにとなりの日本鋼管鶴見造船所用に、厚板

などの造船用鉄板を圧延するのが主な事業で

あった。となりの川崎製鉄所の労働組合は生産

管理をおこなっていないので、そこからの資材

がこない、ということなのか、あるいは鶴見造

船所が引き取らないのか、それとも川崎製鉄所

の生産が敗戦で急激に落ちそれで資材が不足し

た、ということか。また鋼材以外の資材の不足

か、一切わからない。

前の事例と異なる点は目的である。さきの東

洋合成新潟工場は解雇反対、雇用をまもるとい

う目的であった。他方、鶴見製鉄所は労働組合

のやや攻勢的な要求がきっかけであった。組合

が要求する労働協約案の、とりわけ一項が問題

となった。「一方的馘首はしない」という文言

である。これにたいし会社は承認しがたい、と

回答した。

賃上げも問題となった。すでに日本鋼管は、

となりの鶴見造船所の要求にたいし本給 2 倍の

賃上げを答え、それを鶴見造船所労働組合はの

んでいた。また会社の 2 倍賃上げは鶴見造船所

にかぎらず、鋼管の全事業所に適用した。鶴見

製鉄所もふくむものであった。鶴見製鉄所労働

組合はそれを不服として別に要求していたので

ある。それは鶴見製鉄所労働組合が、鋼管内の

他の労働組合と異なり産別系であったからでも

あろう。

以上の経緯で鶴見製鐵所労働組合のみ生産

管理に入った。整然とした生産管理であり、し

かも大企業で経営の存続を危ぶまれるものでは

なかったけれど、それでもなお長続きはむつか

しい。それを如実にしめした事例とみることが

できる。

京成電鉄

整然とした「業務管理」（製造業でないので

「資料労働運動史」はそう呼ぶ）で、組合の要

求をほぼ通した事例もないではない。比較的知

られた初期の事例、京成電鉄である。きっかけ

は組合の本給 5 倍値上げの要求であった。解雇

反対ではない。会社の拒否にたいし、まず

1945 年 12 月 11 日―13 日の 3 日間、無賃運転

をおこなった。その間車両修理のため運転台数

を減らす。安全確保のため、と組合はいう。14
―29 日、有料運転の業務管理をおこない、運

賃収入は組合が管理した。

経理面も整然としていた。「争議後の中央労

働委員会の実状調査によれば、会社名義で会社

取引銀行に、別口座で預けた。帳簿は正確であ

り、争議費用への流用その他の不正行為も認め

られなかった。」「修理その他技術面は積極的に

技師の協力を求めた。…賃金は争議解決後会社

から払われたが、争議期間中に流用した事実は

ない。」「修理資材は…争議が短期であったので

組合管理資材で間に合ったようである。」（以上

引用は「昭和 20、21 年資料労働運動史」p.15）。
また事後の朝日新聞の記事を、資料労働運動

史は引用している。それによれば、「電車をい

かに能率よく動かすかの問題が主で、会社の政

策や人事にはまでは触れていない。…出勤率は

ずっと上昇している」。本給をあげたため買い

出しにいかなくて済むようになったからであろ

う、ともいう。なお会社の営業成績はそれ以前

と「たいした差はない」という（同 p.16）。中

労委の調査結果からみれば、あまり困難があっ

たともおもわれない。そのゆえか、会社側は要

求の大筋をみとめ妥結した。それにしても、そ

れほど長くない生産管理ゆえ比較的順調に推移

した、とおもわれる。

西羊毛

わずか 103 名の羊毛染色中小企業の事例であ

る。5 か月という長期の生産管理のすえ、全員

退職となった。組合は全繊同盟（現Ｕ A ゼン
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セン＝全国繊維化学食品流通サービス一般労働

組合同盟）すなわち非急進派に属する。にもか

かわらず、生産管理がおこった。これは実際に

は経営者の企業意欲の喪失、それによる雇用確

保の目的の争議とおもわれる。

1946 年 5 月組合は結成と同時に会社にさま

ざまな要求をだした。そのなかの「会社公金と

（社長の）私宅経費の分離」などが示唆するよ

うに、また「工場閉鎖絶対反対」が示唆するよ

うに、経営者の経営意欲喪失が原因と考えられ

る。さらに組合は賃上げも要求したが、社長は

居所不明となり、5 月 20 日生産管理に入った。

まず困ったのは賃金の確保である。この会社

は運輸省発注の仕事をおこなっていた。座席用

の布の供給か。そこで運輸省の仕事の加工料、

33 万円の支払いを運輸省にもとめたが、運輸

省は組合への支払いを拒否した。そのため工場

の所有品、練炭、コーライト（半成コークスの

ことか）、ルーイング（不詳）、毛布などを売却

して賃金にあてた。会社はこれを横領として地

検に起訴したが、地検は慎重に留保した。7 月

組合は「経営管理上極度に金融に苦しみ」、都

労委に訴えた。この間染色、クリーニングの仕

事を組合はつづけていた。しかし、退職して他

に就職する組合員が少なくなく、ついに 20 数

名となった。結局、わずかな退職金をうけとり

全員解雇となった。資金面の困難がやはりもっ

とも大きいか。

正田製作所

雇用をまもるという目的の生産管理であり、

やはり 3 か月半つづいた。1946 年 7 月 17 日か

ら 11 月 1 日にわたる。急進派の労働組合では

ない。総同盟に属する。これもまたオーナー経

営者の経営意欲喪失による、とおもわれる。戦

時中は軍需工場として千数百名規模であったの

が、戦後は数百名となり、バリカン、釜、空気

ポンプなどの製造でしのいでいた。初期は会社

側も組合の賃上げなどを認めたりしたのに、す

ぐに切り下げにかわったりした。組合はかなり

譲歩してきたけれど、しだいに問題の根幹は経

営側の意欲喪失による、とみるようになった。

実際 7 月 17 日経営協議会の席上、廃業そし

て全員解雇が会社側から通告された。そこで労

働組合は生産管理にはいった。そして都労委に

提訴した。都労委は経理士に依頼し、再建の可

能性をさぐった。「軍需補償の打ち切りもあり

会社側の説明通り最近きわめて困難な事態」だ

が、「土地、建物の資産勘定、オーナーの資産」

から再建可能との見通しを得、第二会社への途

を勧告した。

生産管理中の経理、営業などについて記述が

たりず、わからないことが多い。ただし、貸借

対照表の検討、営業については単価、契約料、

納期などが「極めて不合理でないかぎり」、会

社に引き継ぐとの協定が成立した。そこからみ

て、おそらくは、かなり整然とした生産管理か

とおもわれる。

もっとも、第二会社が順調に発足したかどう

か、どれほどの人数を引き継いだかなどはわか

らない。それらの記述はみられない。

日本タイプライター

これは整然とした生産管理ではない例とし

てあげておく。いわば工場占拠であって、生産

を遂行したというよりは、資材を売り暮らしを

しのいだ、というべきであろう。そうなるにも

事情がある。会社側の「工場、事業所の全面閉

鎖」をおこなう、との 1947 年 9 月 22 日の通告

にたいし、組合側が分裂した。「再建派」とあ

くまで「反対派」である。前者はざっと半数の

解雇をのんで他の解雇をまもろうとした。他方、

会社の数事業所のうち 2 つの工場は反対を通

し、1947 年 11 月 4 日生産管理を宣言した。両

派の争い、衝突がはげしく、都労委への提訴、

また会社側の東京地裁への仮処分申請があり、

48 年 4 月 19 日強制執行がおこなわれた。5 か

月余におよぶ長い生産管理であった。

生産管理の実際は、つぎのように報告されて

いる。ある工場では「タイプ出来上がり 80 台、

半製品若干が全部売り払われ、機械、部分品は

外され、工具はほとんどなく、ベルトは全部外

された。」他の工場では「3 台の印刷機が処分

され、機械は 20% 損失し工具約 80％が損失、

鋳造用屑鉄 40 屯を持ち出し」、川口市のある「鋳

物工場より鋳物若干を入手、機具は全く手入れ
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されていなかった。」（「昭和 47 年資料労働運動

史」p.451）。　経理の扱いは不詳である。また、

一部が雇用を継続できたかどうか、それもわか

らない。それなのに、ここに一例としてあげた

のは、労働組合が割れたばあい、紛争も生産管

理もしばしば長引き、荒れるからである。

およそ以上の事例から察するに、整然と生産

を遂行することはけっして数少ない例外ではな

いけれども、なお中長期には困難が大きい。そ

れは経理と営業あるいは販売、とりわけ資金調

達にある。借入金、売上代金の回収など、そう

じて企業の外との取引に困難を避けがたい。そ

れゆえ、もっとも整然と実行したばあいでも、

5 か月半が最長であった。これ以上ながくなれ

ば、さらに高度な業務をになう人材の選抜、形

成という、まことに面倒な問題がまちうけてい

る。これを要するに、生産管理はいわば一時の

対策、一時の現象とみるほかあるまい。敗戦後

の日本でも、実際はほぼ 1946 年にとどまる現

象であった。そこに社会主義企業の運営を夢見

ることはむつかしい。

付：読売、東芝をとりあげない理由

生産管理といえば、これまで労働運動史の文

献がまずとりあげるのは読売や東芝争議であっ

た。とくに読売争議は 1945 年秋、生産管理の

いわばはしりとして知られる。そうした「有名

な」事例にあえてふれなかった理由を一言して

おく。

それは本文中に説明した事例の選択基準の、

とりわけ第一による。第一の選択基準とは、生

産管理の状況を具体的に記している事例であ

る。ここで具体的とは、その生産管理は、生産

設備の増強までおこなっているか、設備の手入

れまではしていないか、それとも逆に破壊して

いるか。さらに原材料、資材の調達、販売代金

の回収、事業資金の借り入れなど、企業の外と

の取引の困難が当然に予想されるのだが、そう

した困難にいかに打開を試み対処してきたか、

あるいはうまくいかず苦しんだか、という点で

あった。市場経済システムのもとでは、そこが

生産管理の勘所と考えるからである。

読売と東芝の事例は、その生産管理もふく

め、文献、公刊資料などはすくなくない。とり

わけ詳しい文献をあげれば、読売につき増山

［1976］山本［1978］宮本［1994］ほかがある。

また東芝ならば東京大学社会科学研究所［1978］
同［1980］山本「1983」などがある。

しかしながら、まず読売争議からいえば、そ

の「生産管理」は 49 日にわたったが、編集、

印刷の組合管理にとどまり、それ以外の経営面

にまでおよんだかどうか。くわしい文献でも、

すくなくとも販売、代金回収、さまざまな原材

料、資材入手にかかわる記述をみない。うち 1
書は経営面におよばなかったと記している（宮

本［1994］p.126）。おそらくは大新聞という業

種の特性もあずかって力あったのであろう。ま

た、1945 年秋という、生産管理のまったくの

先行事例であったことにもよろう。

他方、東芝争議は 1948 年、生産管理の掉尾

ではないにしてもその終期にあたる。生産管理

はときに 3 か月もつづいた。ただし、それは当

時の東芝の主要工場ではなかった。堀川町工場

など京浜工業地帯の主要工場は、生産管理をお

こなうかどうかの議論はあったが、生産管理に

のりださなかった（なお 1950 年代後半わたく

しは堀川工場、小向工場などを複数回聞きとり

している。）。生産管理にのりだした、いやのり

ださざるを得なかったのは、整理対象の、東芝

でいえば数百名規模の中小工場であった。新潟

の加茂工場と長野の川岸工場である。当時東芝

は 40 をこえる工場をもっていた。そのなかの

ふたつであった。

うち川岸工場については東京大学社会科学

研究所［1978］（pp.65－104）にくわしい資料

がある。だが、資材の購入、販売代金などにつ

いては記述がない。山本［1983］に多少の記述

がある。たとえば、製品の販売代金の回収につ

いて、会社の「得意先」との取引なのに、会社

が「いちいち断り状を送付して…妨害し」た

（pp.181）。そして加茂工場のばあいなら新潟地

裁資料の組合長口述書などによって、その金額

を記している。だが、それでは到底たりないは

ずなのだ。というのは、生産はその前の平常時

の 15％と記しているからだ（p.179）。はなはだ

しい困難に直面したはずである。ところが、そ
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の困難をいかに打開しようとしたか、などは書

かれていない。生産管理の勘所がまさにそこに

ある、という市場経済での問題点を見ようとし

ていない。そこで、うえの 6 事例をおもに資料

労働運動史から選んで掲載した。

注：
1）Marsden[1999] はそれを職務限定方式となづ

け、それが西欧や米でのふつうの慣行とみる。

2）資料労働運動史の執筆者たちについては、の

ち第3 章で立ち入って語る。

3）この説明は1949 年の新労働組合法にもとづ

く。1945 年の旧労働組合法は届出制であっ

た。それゆえ届出のないばあいも含む、といわ

ねばなるまい。

4）この主題に関する竹前のすくなくない著作

（たとえば「アメリカ対日労働政策の研究」日

本評論社、516p.）から、とくにこの1982 年の本

に注目する。

5）当時の経営者の一部には、生産管理にたいし

当局の介入を控えるように、との意見もあっ

た。経済同友会の一部会員である。ふたつの条

件がついていた。ひとつは「通常の業務を経

営者が行ふ方法によって継続するかぎり、業

務と生産を一時的に従業者の手で行ふこと」

であり、他は「暴行、脅迫、不当な財産処分を

伴ふ場合は…取締りを励行する」であった。こ

の時期の経営者層の動き、考えについては菅

山真次［2011］pp.229－ 257 が詳しい。

6）もちろん数少なくない研究が、生産管理につ

いてこれまでかさねられてきた。わたくしの

視角と違い、多くの研究が政策担当者、あるい

は労働組合リーダー、そうじて上層部の動き

を丹念に追う。この文章の視角は、資料不足な

がら、できるだけ非リーダーの動きをみつめ

たい、という点にある。なかには兵藤［1997］
のようにリーダー以外もみようとしている業

績もあるが。
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